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1. 共通事項 
 

1.1 はじめに 
平成 23 年（2011 年）の東日本大震災、平成 27 年（2015 年）の関東・東北豪雨、

平成 28 年（2016 年）の熊本地震などの災害の教訓から、災害時の廃棄物処理は、

被害が発生してからではなく、防災的観点から事前に可能な限り対策を講じてお

くことが重要である。 

地方公共団体の発災前の準備に関する国の指針として、厚生労働省から「震災廃

棄物対策指針（厚生省生活衛生局水道環境部、平成 10 年（1998 年）10 月）」が示

されていたが、東日本大震災を契機として、「災害廃棄物対策指針（環境省大臣官

房廃棄物・リサイクル対策部、平成 26 年（2014 年）3月）」が示され、さらに近年

発生した災害を踏まえ、指針が平成 30 年（2018 年）３月に改定された。 

この指針において、「県は、国が定める廃棄物処理施設整備計画、本指針及び

「大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指針」等を十分に踏まえつつ、災

害対策基本法に基づき策定される地域防災計画その他の防災関連指針・計画等と

整合を図りながら、各地域の実情に応じて、災害廃棄物処理計画の策定又は見直

し、自区域内の市町の災害廃棄物処理計画策定への支援を行う。また、県は、非

常災害時には、被害状況を踏まえ、関係機関・関係団体との連絡調整を積極的に

図りながら災害廃棄物の処理のための実行計画を必要に応じて速やかに策定する

とともに、関係機関・関係団体と連携して域内の処理全体の進捗管理に努める。」

ことが求められている。 

また、平成 27 年８月に廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第

137 号。以下「廃棄物処理法」という。）が改正され、廃棄物処理法第２条の３の

規定により非常災害により生じた廃棄物の処理の原則が明確化されるとともに、廃

棄物処理法第５条の５の規定により県が定める廃棄物処理計画において、新たに非

常災害時における廃棄物の適正な処理に関する施策を実施するために必要な事項

を定めることとされた。 

「静岡県災害廃棄物処理計画」（以下「本計画」という。）は、国の災害廃棄物対

策指針を踏まえて、県内の市町が被災市町になることを想定し、災害予防、災害

応急対策、復旧・復興等に必要となる事項とともに、支援側となった場合に想定

される事項も合わせ、計画としてとりまとめたものである。 

なお、本計画は、県の地域防災計画や被害想定が見直された場合、防災訓練等

を通じて内容の変更が必要と認められる場合など、状況の変化に合わせ、毎年、点

検を行い、追加・修正を行っていくこととする。 
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図 1.1 静岡県市町図
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1.2 計画の位置付け 
本計画は、廃棄物処理法に基づく廃棄物処理計画及び災害対策基本法（昭和 36

年法律第 223 号）に基づく地域防災計画と整合を計りながら、災害時における廃

棄物の適正かつ円滑・迅速な処理に必要となる事項を取りまとめたものである。

その位置付けを図示すると、図 1.2 のとおりである。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2 計画の位置付け 

図 1.2 計画の位置付け 
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静岡県災害廃棄物処理計画 

静岡県 

市町 

関東ブロック（中部ブロック）



4 
 

1.3 計画の目的 
本計画の目的は、以下のとおりである。 
 

○ 南海トラフ地震をはじめとする自然災害に伴い発生した廃棄物の処理体制を

確保し、適正かつ迅速に処理することにより、県民の生活環境の保全、公衆衛

生上の支障を防止するとともに、早期の復旧、復興に資する。 

○ 災害廃棄物に起因する初期の混乱を最小限にする。 
 

1.4 対象とする災害 
本計画で対象とする災害は、静岡県地域防災計画で想定する南海トラフ地震等

の地震災害及び水害その他の自然災害であり、地震災害については、地震動によ

り直接に生じる被害及びこれに伴い発生する津波、火災、爆発その他異常な現象

により生ずる被害を対象とする。 

また、水害については、大雨、台風、雷雨などによる多量の降雨により生ずる

洪水、冠水、土石流や崖崩れなどの被害を対象とする。 

なお、放射性物質及びこれによって汚染された廃棄物は、本計画の対象としな

い。 

 
1.5 計画の基本的な考え方 

本計画の基本的な考え方は、以下のとおりである。 
 

○ 県の災害廃棄物処理実行計画策定のための考え方と、主に県が実施すべき事項

等について整理する。 
○ 本計画は国の災害廃棄物対策指針及び静岡県第 4次地震被害想定を踏まえた

内容とする。 
○ 実効性を確保するため、本計画は毎年見直しを行う。 

 

1.6 対象とする災害廃棄物 
本計画の対象とする災害廃棄物は、1.4 に規定する災害により生じる廃棄物（廃

棄物処理法第２条第１項に規定するものをいう。以下同じ。）であって、生活環境

保全上の支障へ対処するため、市町がその処理を実施するものとし、本計画では

津波堆積物も含むものとする。 

想定する災害廃棄物を例示すると、表 1.1 及び、表 1.2 のとおりである。  
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表 1.1 災害廃棄物 
災害廃棄物には、住民が自宅内にある被災したものを片付ける際に排出される片付けごみと、

損壊家屋の撤去（必要に応じて解体）等に伴い排出される廃棄物がある。 
種 類 備 考 

可燃物／可燃系混合物 繊維類、紙、木くず、プラスチック等が混在した可燃系廃棄物 
木くず 柱・はり・壁材などの廃木材 
畳・布団 被災家屋から排出される畳・布団であり、被害を受け使用できな

くなったもの 
不燃物／不燃系混合物 分別することができない細かなコンクリートや木くず、プラスチ

ック、ガラス、土砂（土砂崩れにより崩壊した土砂、津波堆積物

※等）などが混在し、概ね不燃系の廃棄物 
※海底の土砂やヘドロが津波により陸上に打ち上げられ堆積した

ものや陸上に存在していた農地土壌等が津波に巻き込まれたもの 
コンクリートがら等 コンクリート片やコンクリートブロック、アスファルトくず等 
金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材など 
廃家電（４品目） 被災家屋から排出される家電４品目（テレビ、洗濯機・衣類乾燥

機、エアコン、冷蔵庫・冷凍庫）で、災害により被害を受け使用

できなくなったもの 
※リサイクル可能なものは各リサイクル法に基づき処理を行う。 

小型家電／その他家電 被災家屋から排出される小型家電等の家電４品目以外の家電製品

で、災害により被害を受け使用できなくなったもの 
腐敗性廃棄物 被災冷蔵庫等から排出される水産物、食品、水産加工場や飼肥料

工場等から発生する原料及び製品など 
有害廃棄物／危険物 石綿含有廃棄物、ＰＣＢ、感染性廃棄物、化学物質、フロン類・

ＣＣＡ(クロム銅砒素系木材保存剤使用廃棄物）・テトラクロロエ

チレン等の有害物質、医薬品類、農薬類の有害廃棄物。太陽光パ

ネルや蓄電池、消火器、ボンベ類などの危険物等 
廃自動車等 自然災害により使用できなくなった自動車、自動二輪、原付自転

車 
※リサイクル可能なものは各リサイクル法に基づき処理を行う。

※処理するためには所有者の意思確認が必要となる。仮置場等で

の保管方法や期間について警察等と協議する。 

その他、適正処理が困難

な廃棄物 
ピアノ、マットレスなどの地方公共団体の施設では処理が困難な

もの（レントゲンや非破壊検査用の放射線源を含む。）、漁網、石

こうボード、廃船舶（災害により被害を受け使用できなくなった

船舶）など 

※思い出の品（写真、賞状、位牌、貴重品等）は、遺失物法等の関連法令での手続や

対応を確認のうえ、市町で事前に取扱いルールを定め、回収、保管等を行う。 
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表 1.2 被災者や避難者の生活に伴い発生する廃棄物 
種 類 備 考 

生活ごみ 家庭から排出される生活ごみ 
避難所ごみ 避難所から排出されるごみ、使用済み携帯・簡易トイレ（便袋）

等 
容器包装や段ボール、衣類等が多い。事業系一般廃棄物として管

理者が処理する。 
し尿 仮設トイレ（災害用簡易組み立てトイレ、レンタルトイレ及び他

市区町村・関係業界等から提供されたくみ取り式トイレの総称）

等からのくみ取りし尿、災害に伴って便槽に流入した汚水 
※災害廃棄物の処理・処分は災害等廃棄物処理事業費補助金の対象であるが、生活ごみ、避難

所ごみ及びし尿（仮設トイレ等からのくみ取りし尿、災害に伴って便槽に流入した汚水は除く。）

は災害等廃棄物処理事業費補助金の対象外である。 

※道路や鉄道等の廃棄物については、管理者が処理を行うのが基本である。 

 

1.7 災害廃棄物の想定量 
災害廃棄物の想定量は、「静岡県第 4次地震被害想定（第二次報告）報告書（平

成 25 年 11 月）」に基づき、発生頻度が比較的高く、発生すれば大きな被害をもた

らすレベル 1の地震・津波（東海地震、東海・東南海地震、東海・東南海地震・

南海地震、大正型関東地震）及び発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大

な被害をもたらす最大クラスのレベル 2の地震・津波（南海トラフ巨大地震、元

禄型関東地震）によって発生する量とする。 

なお、「相模トラフ沿いで発生する地震の地震動・津波浸水想定（平成 27 年 1

月）」についても、地域状況に応じて考慮するものとする。   

市町別災害廃棄物の想定量の一例を、表 1.3.1、表 1.3.2、図 1.3 に示す。 
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表 1.3.1 災害廃棄物発生想定量 
（レベル 1 東海地震、東海・東南海地震、東海・東南海地震・南海地震） 

災害廃棄物 災害廃棄物
29,995 791 ～ 1,680 30,786 ～ 31,675 26,904 719 ～ 1,151 27,623 ～ 28,054

下田市 23 38 ～ 80 61 ～ 104 22 34 ～ 55 56 ～ 77
東伊豆町 3 4 ～ 8 7 ～ 11 3 4 ～ 6 6 ～ 8
河津町 8 3 ～ 5 10 ～ 13 7 2 ～ 4 10 ～ 11
南伊豆町 10 23 ～ 49 33 ～ 59 10 21 ～ 34 31 ～ 43
松崎町 35 23 ～ 49 58 ～ 84 34 21 ～ 33 54 ～ 67
西伊豆町 52 33 ～ 71 85 ～ 123 50 30 ～ 49 80 ～ 99
（小計） 131 124 ～ 263 255 ～ 394 125 112 ～ 180 238 ～ 305
沼津市 217 74 ～ 156 291 ～ 373 201 67 ～ 107 267 ～ 308
熱海市 7 4 ～ 8 11 ～ 15 7 3 ～ 5 10 ～ 12
三島市 32 28
富士宮市 148 135
伊東市 21 5 ～ 10 25 ～ 31 19 4 ～ 7 24 ～ 26
富士市 245 8 ～ 16 252 ～ 261 221 7 ～ 11 228 ～ 232
御殿場市 44 37
裾野市 23 20
伊豆市 44 21 ～ 45 65 ～ 89 41 19 ～ 31 60 ～ 72
伊豆の国市 21 20
函南町 8 7
清水町 11 10
長泉町 12 10
小山町 5 5
（小計） 839 111 ～ 235 950 ～ 1,074 760 101 ～ 161 861 ～ 922
静岡市葵区 3,298 2,987
静岡市駿河区 2,663 14 ～ 30 2,677 ～ 2,693 2,408 13 ～ 20 2,421 ～ 2,428
静岡市清水区 2,861 66 ～ 140 2,927 ～ 3,001 2,617 60 ～ 96 2,677 ～ 2,713
島田市 1,004 903
焼津市 1,861 41 ～ 86 1,901 ～ 1,947 1,695 37 ～ 59 1,732 ～ 1,754
藤枝市 2,260 2,013
牧之原市 541 58 ～ 123 599 ～ 664 488 53 ～ 84 540 ～ 572
吉田町 269 6 ～ 13 275 ～ 282 238 6 ～ 9 243 ～ 247
川根本町 11 10
（小計） 14,769 185 ～ 392 14,953 ～ 15,161 13,360 168 ～ 268 13,528 ～ 13,628
浜松市中区 3,003 0 ～ 0 3,003 ～ 3,003 2,675 0 ～ 0 2,675 ～ 2,675
浜松市東区 1,069 945
浜松市西区 1,171 75 ～ 159 1,245 ～ 1,329 1,045 68 ～ 109 1,113 ～ 1,154
浜松市南区 1,347 53 ～ 113 1,400 ～ 1,460 1,185 48 ～ 78 1,233 ～ 1,262
浜松市北区 255 48 ～ 101 303 ～ 356 228 43 ～ 69 272 ～ 298
浜松市浜北区 295 260
浜松市天竜区 39 37
磐田市 2,152 36 ～ 78 2,188 ～ 2,230 1,923 33 ～ 53 1,956 ～ 1,976
掛川市 1,728 15 ～ 32 1,743 ～ 1,760 1,537 14 ～ 22 1,551 ～ 1,559
袋井市 1,703 9 ～ 20 1,712 ～ 1,723 1,492 9 ～ 14 1,501 ～ 1,506
湖西市 545 60 ～ 126 604 ～ 671 487 54 ～ 87 541 ～ 573
御前崎市 258 76 ～ 161 333 ～ 418 230 69 ～ 110 299 ～ 340
菊川市 443 386
森町 250 227
（小計） 14,256 372 ～ 790 14,628 ～ 15,046 12,658 338 ～ 541 12,996 ～ 13,199

※「-」：被害なし

市町名
災害廃棄物発生量（千トン） 災害廃棄物発生量（千m3）

津波堆積物 計 津波堆積物 計
県計

賀
茂

東
部

-

-

-

-

-

-
-

44 - 37

28
148 - 135
32 -

20

21 - 20

23 -

-

8 - 7
11 - 10

- 12 - 10

中
部

- 3,298 -

- 2,260 -

-

5 - 5

1,004 - 903

2,987

2,013

- 1,069 - 945

- 11 - 10

295 - 260
- 39 - 37
-

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

- 443 - 386
- 250 - 227

西
部

 
表 1.1 災害廃棄物発生想定量 

 
 
 
 
 
 
 
 

出典：静岡県第 4 次地震被害想定（第二次報告）（静岡県、平成 25 年 11 月）
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表 1.3.2 災害廃棄物発生想定量 
 

（レベル 2 南海トラフ巨大地震 地震動：基本ケース※1、津波：ケース①※2） 

災害廃棄物 災害廃棄物
32,536 4,347 ～ 9,231 36,883 ～ 41,767 29,234 3,952 ～ 6,323 33,186 ～ 35,557

下田市 367 133 ～ 282 500 ～ 649 338 121 ～ 193 459 ～ 531
東伊豆町 53 19 ～ 40 72 ～ 93 49 17 ～ 28 66 ～ 77
河津町 50 19 ～ 40 69 ～ 90 47 17 ～ 28 64 ～ 75
南伊豆町 133 89 ～ 190 222 ～ 323 126 81 ～ 130 208 ～ 257
松崎町 160 50 ～ 107 210 ～ 267 149 46 ～ 73 195 ～ 223
西伊豆町 266 68 ～ 144 334 ～ 410 250 62 ～ 99 312 ～ 349
（小計） 1,029 378 ～ 803 1,408 ～ 1,833 960 344 ～ 550 1,304 ～ 1,510
沼津市 498 204 ～ 433 702 ～ 931 458 185 ～ 296 643 ～ 754
熱海市 11 13 ～ 27 23 ～ 37 10 11 ～ 18 21 ～ 28
三島市 32 28
富士宮市 148 135
伊東市 39 20 ～ 43 59 ～ 82 37 19 ～ 30 56 ～ 67
富士市 246 58 ～ 122 304 ～ 369 223 52 ～ 84 275 ～ 307
御殿場市 44 37
裾野市 23 20
伊豆市 122 33 ～ 70 155 ～ 192 112 30 ～ 48 142 ～ 160
伊豆の国市 21 20
函南町 8 7
清水町 11 10
長泉町 12 10
小山町 5 5
（小計） 1,220 327 ～ 695 1,548 ～ 1,916 1,111 298 ～ 476 1,409 ～ 1,587
静岡市葵区 3,298 2,987
静岡市駿河区 2,677 107 ～ 227 2,784 ～ 2,904 2,421 97 ～ 155 2,518 ～ 2,576
静岡市清水区 3,076 363 ～ 770 3,439 ～ 3,846 2,810 330 ～ 527 3,139 ～ 3,337
島田市 1,004 903
焼津市 1,917 377 ～ 801 2,294 ～ 2,718 1,746 343 ～ 548 2,089 ～ 2,295
藤枝市 2,260 2,013
牧之原市 873 298 ～ 633 1,170 ～ 1,505 787 271 ～ 433 1,058 ～ 1,220
吉田町 368 178 ～ 379 546 ～ 746 330 162 ～ 259 492 ～ 589
川根本町 11 10
（小計） 15,484 1,322 ～ 2,808 16,807 ～ 18,293 14,008 1,202 ～ 1,923 15,210 ～ 15,931
浜松市中区 3,004 50 ～ 106 3,054 ～ 3,110 2,676 45 ～ 73 2,722 ～ 2,749
浜松市東区 1,069 0 ～ 0 1,069 ～ 1,069 945 0 ～ 0 945 ～ 945
浜松市西区 1,327 410 ～ 872 1,738 ～ 2,199 1,190 373 ～ 597 1,563 ～ 1,787
浜松市南区 1,429 642 ～ 1,363 2,070 ～ 2,791 1,260 583 ～ 933 1,844 ～ 2,194
浜松市北区 255 53 ～ 112 308 ～ 367 228 48 ～ 77 276 ～ 305
浜松市浜北区 295 260
浜松市天竜区 39 37
磐田市 2,162 442 ～ 938 2,604 ～ 3,100 1,932 401 ～ 642 2,333 ～ 2,574
掛川市 1,731 152 ～ 322 1,883 ～ 2,053 1,540 138 ～ 221 1,678 ～ 1,761
袋井市 1,703 67 ～ 141 1,769 ～ 1,844 1,492 60 ～ 97 1,553 ～ 1,589
湖西市 749 233 ～ 496 983 ～ 1,245 673 212 ～ 339 885 ～ 1,013
御前崎市 346 269 ～ 571 614 ～ 916 307 244 ～ 391 552 ～ 698
菊川市 443 2 ～ 4 445 ～ 447 386 2 ～ 3 388 ～ 389
森町 250 227
（小計） 14,802 2,319 ～ 4,924 17,121 ～ 19,726 13,155 2,108 ～ 3,373 15,263 ～ 16,528

※「-」：被害なし

市町名
災害廃棄物発生量（千トン） 災害廃棄物発生量（千m3）

津波堆積物 計 津波堆積物 計
県計

賀
茂

東
部

-

-

-

-

-

-
-

44 - 37

28
148 - 135
32 -

20

21 - 20

23 -

-

8 - 7
11 - 10

- 12 - 10

中
部

- 3,298 -

- 2,260 -

-

5 - 5

1,004 - 903

2,987

2,013

295 - 260

10

-

- 11 -

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

39 - 37

- 250 - 227

西
部

-

 
出典：静岡県第 4次地震被害想定（第二次報告）（静岡県、平成 25 年 11 月） 

※1「南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）」（内閣府）では、地震時の強震動生成域の位置により複

数ケースに分けて検討されている。基本ケースは、中央防災会議（平成 15 年）における東海地震、東南海・

南海地震の検討結果を参考に配置されたケースである。 

※2「南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）」（内閣府）では、地震時の津波断層のすべり量により複

数ケースに分けて検討されている。ケース①は、「駿河湾～紀伊半島沖」に「大すべり域＋超大すべり」域

が発生したケースである。 
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災害廃棄物発生想定量（レベル１）
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災害廃棄物発生想定量（レベル２）
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浜松市南区
浜松市北区

浜松市浜北区

浜松市天竜区
磐田市

掛川市
袋井市
湖西市

御前崎市
菊川市

森町

市
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津波堆積物（最大）

災害廃棄物

 

図 1.3 災害廃棄物発生想定量分布図 

 
1.8 各主体の役割 

 
平時、災害後の応急対応（初動期の対応含む。）、復旧・復興の各段階における

本県や市町、国の役割は、以下のとおりであり具体的には、表 1.4.1 及び 1.4.2

のとおりである。 

 
1.8.1 県の役割 

○ 県は、被災市町が行う災害廃棄物の処理に対する助言などの技術的援助及び支

援地方公共団体、協力・支援協定締結団体、環境省との連絡・調整を行う。 
○ 発災時には、市町の被災状況を把握し、市町による処理が非常に困難な場合に

は、市町から事務委託を受けて、災害廃棄物処理を実施する場合がある。 

千トン
千トン
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○ また、市町が独自に処理する場合も含め、県全体の調整については県が関与し

ていく。 
○ 平時においては、市町の災害廃棄物処理計画の見直し支援や、市町が行う一般

廃棄物処理施設の耐震化、不燃堅牢化、浸水対策等に対する技術的援助、災害

廃棄物の処理に必要となる廃棄物処理施設の設置状況等の情報の整理、協力・

支援・受援体制の整備などを行う。 
 

1.8.2 市町の役割 

○ 市町は、一般廃棄物の処理責任を有しており、災害廃棄物の処理主体として、

災害廃棄物を処理する。 
○ 平時においては、災害発生に備えて一般廃棄物処理施設の耐震化等や、市町災

害廃棄物処理計画の見直し、仮置場候補地の選定、住民への啓発などを行う。 
 

1.8.3 国の役割 

○ 環境省は、被災都道府県からの被害情報・支援ニーズに応じ、緊急時の組織体

制を確立する。また、情報収集、連絡・調整等を確実に実施するため、地域ブ

ロック協議会を通して、関係地方公共団体並びに関係団体と緊密に連携し、被

災地の実態を正確・迅速に把握し、プッシュ型で支援を行う。  

○ 環境省は、被災地方公共団体からの要請に応じ、D.Waste-Net の現地派遣、公

益社団法人全国都市清掃会議と連携した広域的な協力体制の確保、国際機関と

の調整、財政支援を行う。  
○ 大規模災害発生時に、環境省は災害対策基本法に基づき速やかに処理指針を策

定し、全体の進捗管理を行うとともに、必要に応じて廃棄物処理特例地域を指

定し、廃棄物処理特例基準を定める。  
○ 地方公共団体の協力・連携のみでは適切かつ円滑・迅速に災害廃棄物処理を行

うことが困難な場合であり、災害対策基本法に規定する要件に該当する場合に

は、国による代行処理を検討する。 
○ 地方環境事務所が地域の要となり、情報収集、連絡調整することにより被災地

方公共団体の支援を行う。 
○ 平時においては、全国又は地域ブロック単位で、国、都道府県、市町村、関係

団体等の連携体制を整備するとともに、地域ブロック単位での大規模災害発生

時における災害廃棄物行動計画の策定を行う。 
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表 1.4.1 県の役割 

①平 時 

役 割 内 容 

組織体制等の整備 ・災害時の組織体制、指揮命令系統、情報収集体制、連絡体

制、他都道府県及び関係団体との協力・支援体制を整備する。

情報の整理 ・一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理施設の処理能力、

稼働状況等の現況を把握し、整理する。  

・想定される災害において発生する災害廃棄物の量や必要と

なる仮置場の面積などを推計する。  

・災害時に災害廃棄物の仮置場として利用可能な県有地を選

定する。 

市町等が行う一般廃棄物処理施設

整備に対する技術的援助 

・循環型社会形成推進交付金等を活用した市町等の一般廃棄

物処理施設整備に対する、助言等を行い、 施設の耐震化、不

燃堅牢化、浸水対策を促す。 

職員に対する教育・訓練 ・災害時に適正かつ円滑・迅速に対応できるよう、定期的に

職員を対象とした研修会、図上訓練等を行う。 

市町災害廃棄物処理計画の見直し

支援  

・市町職員等を対象とした研修会・訓練を実施する。 

・実際の災害対応や研修、訓練により明らかとなった課題を

踏まえて市町災害廃棄物処理計画策定マニュアルを随時修正

し、市町による計画の修正を支援する。 

県民への啓発 ・市町と連携して、災害廃棄物の適正処理について啓発を行

う。 

・市町と連携して、災害用トイレの備蓄、災害時のトイレの

使用の注意点を呼び掛ける。 

関係事業者団体との情報共有 ・災害時に円滑な対応が行えるよう、情報共有を行う。 

他都道府県への協力・支援 ・被災都道府県から支援ニーズを情報収集する。 

・被災都道府県からの協力・支援の要請に基づく、関係機関

との調整を行う。 

・必要に応じて職員を派遣する。 

 

②直前に発生が予見できる災害への対応（風水害等） 

役 割 内 容 

組織体制等の確認 ・組織体制、指揮命令系統、情報収集・連絡体制を確認する。

市町への助言、情報提供 ・仮置場候補地の状況確認、地元関係者への事前連絡につい

て助言する。 

・仮置場の設置・運営、住民への広報等、災害廃棄物処理の

初動対応についての留意点や、県の災害廃棄物処理計画、マ

ニュアル類及び協定等の情報提供（再周知）を行う。 
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・一般廃棄物処理施設等に係る職員の安全確保や施設・車両

等の浸水対策等を助言する。 

関係事業者団体への情報提供 ・予見される災害について情報提供するとともに、職員の安

全確保や施設・車両等の浸水対策等について注意喚起を行う。

・協定等に基づく要請に備え、必要な準備を依頼する。 

仮置場候補地の確認 ・必要に応じ、仮置場候補地の状況確認、地元関係者、関係

部署との調整を行う。 

 

③発災後 

※災害規模や内容により異なるが、東日本大震災クラスの場合、初動期は発災から数

日間、応急対応は３か月程度まで、復旧・復興は３年程度までを目安としている。 
 

 ア 応急対応（初動期の対応含む。） 

役 割 内 容 

組織体制等の確立  ・組織体制、指揮命令系統、情報収集・連絡体制を確立する。

・災害規模に応じて他部署からの応援や災害廃棄物処理の知

見を有する民間業者への委託を含めた組織体制、指揮命令系

統、情報収集・連絡体制の強化を行う。 

情報の収集  ・建物被害状況、避難所情報等を収集する。  

・廃棄物処理施設の被害状況を収集する。 

・被災市町の仮置場の開設状況を収集する。 

・建物被害等の被害情報から災害廃棄物の発生量を推計する。

推計は随時見直す。 

・必要に応じて被災市町に職員を派遣し、情報収集を行う。

処理方針等の策定 
・大規模災害発生時には、必要に応じ、処理方針を策定する。

関係機関との協力・支援の調整  ・被災市町による災害廃棄物の処理が適正かつ迅速に行われ

るよう、広域的な処理も含めて、被災していない市町、他都

道府県、環境省、関係事業者団体等との連絡・調整を行う。 

・被災市町が行う生活ごみやし尿等の処理が滞りなく行われ

るよう、災害廃棄物の処理と同様に連絡・調整を行う。 

・必要に応じて国へ支援を要請する。 

市町が行う災害廃棄物処理に対す

る技術的援助  

・被災市町の仮置場の設置及び運営など、災害廃棄物の処理

に対して、支援・助言を行う。 

・被災市町における一般廃棄物処理施設の能力が不足する場

合などには、災害廃棄物の処理委託の候補先となり得る産業

廃棄物処理施設に関する情報提供を行う。  

・災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物処理施設災害復
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旧事業費補助金（以下「災害等補助金」という。）の申請を念

頭に置いた対応について助言する。 

・必要に応じて、被災市町に職員を派遣し現地で助言を行う。

・被災市町の災害廃棄物処理実行計画の策定を支援する。 

・必要に応じて県、市町、国（環境省）、関係団体等による会

議を開催し、情報の提供、集約及び調整等を行う。 

・被災市町が行う公費解体・土砂混じりがれきの撤去につい

て、必要に応じて標準となる施行単価等を情報提供する。 

支援要請及び受援体制の構築 ・大規模災害時には、必要に応じて他都道府県や環境省（大

規模災害時ブロック協議会（関東/中部）、D.Waste-Net）に支

援を要請する。 

・受援に当たっては、危機管理部と調整を行う。 

県民への広報 ・情報収集した被害状況や災害廃棄物処理に係る情報を県民

に提供する。 

災害廃棄物処理対応の記録 ・本計画の見直し等のため、災害廃棄物処理対応を記録する。

予算の確保 ・災害廃棄物処理関係業務の民間委託や、被災市町からの事

務を受託する場合等に、必要な予算の確保に努める。 

 

 イ 復旧・復興（本格的な災害廃棄物の処理） 

組織体制の見直し ・災害廃棄物の処理の進捗状況に応じて、組織体制、指揮命

令系統、情報収集・連絡体制の見直しを行う。 

関係機関との協力・支援の調整  ・被災市町による災害廃棄物の処理が適正かつ迅速に行われ

るよう、広域的な処理も含めて、被災していない市町、県外

自治体、環境省、関係事業者団体等との連絡・調整を行う。 

市町が行う災害廃棄物処理に対

す る技術的援助  

・被災市町が行う災害廃棄物仮置場や仮設焼却炉の設置及び

その運営などの災害廃棄物の処理に対して支援・助言を行う。

・被災市町が行う災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物

処理施設災害復旧事業費補助金申請事務について、支援・助

言を行う。  

・必要に応じて県、市町、国（環境省）、関係団体等による会

議を開催し、情報の提供、集約及び調整等を行う。  

災害廃棄物処理の進捗状況の把

握  

・公費解体を含め、処理スケジュールに沿って処理が進行し

ているか市町から情報収集し、必要に応じて支援・助言を行

う。  

災害廃棄物処理対応記録の整理 ・本計画の見直しのため、災害廃棄物処理に係る記録を整理

し、検証を行う。 

組織体制の見直し ・災害廃棄物の処理の進捗状況に応じて、組織体制、指揮命

令系統、情報収集・連絡体制の見直しを行う。 
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関係機関との協力・支援の調整  ・被災市町による災害廃棄物の処理が適正かつ迅速に行われ

るよう、広域的な処理も含めて、被災していない市町、県外

自治体、環境省、関係事業者団体等との連絡・調整を行う。 

 
表 1.4.2 市町の役割 

①平 時  

役 割 内 容 

市町災害廃棄物処理計画の見直し ・実際の災害対応や研修、訓練により明らかとなった課題を

踏まえて、適宜見直しを行う。 

組織体制等の整備 ・災害時の組織体制、指揮命令系統、情報収集体制、連絡体

制、他市町及び関係団体との協力体制を整備する。 

・災害廃棄物処理対応に多くの人員が必要となるため、庁内

の他部署からの応援の確保など、人員の確保方法を具体的に

検討する。 

一般廃棄物処理施設の防災対策 ・施設の耐震化、不燃堅牢化、浸水対策等を実施し、災害時

に施設が機能不全に陥らないようにする。（新設の処理施設は

耐震性、浸水対策等に配慮した施設づくりを行う。） 

・施設の事業継続計画（BCP）を作成し、定期的に訓練を行う。

・施設が被災した場合に備え、補修等に必要な資機材の備蓄

を行う。 

仮置場候補地の選定、 

仮置場の管理・運営体制の整備 

・想定される災害規模に応じた仮置場候補地を選定する。 

・仮置場候補地の規模に応じた管理・運営のための人員及び

資機材の確保方法を検討する。 

・仮置場の設営に必要な資機材の備蓄を行う。 

廃棄物処理法の特例活用の検討 ・廃棄物処理法の特例（第９条の３の２「市町村による非常

災害に係る一般廃棄物処理施設の届出の特例」及び第９条の

３の３「非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置の特例」）

の活用を検討する。 

災害用トイレの備蓄・し尿処理体

制の確保 

・避難所などで使用するための災害用トイレ（携帯トイレ、

簡易トイレ、仮設トイレなど）、衛生的な利用・運用に必要な

物品の必要数を備蓄する。 

・仮設トイレ確保のため、リース業者、建設事業者との協力

体制を整備する。 

・携帯トイレ、簡易トイレから出される便袋の収集・運搬及

び処理体制について検討する。 

・簡易トイレからのくみ取りし尿の収集・運搬及び処理体制

について検討する。 
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住民への啓発 ・市町災害廃棄物処理計画で定めた災害廃棄物の排出・分別

方法など災害廃棄物の適正処理や、不用品の廃棄・リサイク

ル等について啓発を行う。 

・携帯トイレの備蓄や災害時のトイレの使用について、住民

に啓発を行う。 

住民・災害ボランティアへの広報

の準備 

・発災時に使用する広報案を作成する。 

・社会福祉協議会や広報部局と連携し、発災時の広報手段を

検討する。 

・災害ボランティアセンター運営機関と住民の片付けを支援

する災害ボランティアへの周知内容について協議しておく。

関係事業者団体等への情報提供 ・災害時に円滑な対応が行えるよう、情報共有を行う。 

職員等に対する教育・訓練 ・災害時に適正かつ迅速に対応できるよう、定期的に職員を

対象とした研修会、図上訓練等の実施や、研修会、図上訓練

への職員の派遣を行う。 

・災害廃棄物処理の実務経験職員等をリストアップし、定期

的に更新する。 

 
②直前に発生が予見できる災害への対応（風水害等） 

役 割 内 容 

組織体制等の確認 ・平時に定めた組織体制、指揮命令系統、情報収集・連絡体

制を確認する。 

仮置場の事前準備 ・仮置場候補地の状況確認、地元関係者、関係部署との調整

を行う。 

住民への広報の準備 ・平時に作成した広報案をもとに、災害廃棄物の排出・分別

方法、仮置場等の広報を準備・確認を行う。 

・平時に検討した住民への広報手段を確認する。 

一般廃棄物処理施設での対策 ・処理施設の BCP を確認し、実施体制を確保する。 

・施設の人的・施設被害等が最小限となるよう、職員の安全

確保、施設・車両等の浸水対策等を行う。 

・できるだけ処理を進め、施設が停止した際にピットや貯留

槽に溜め置きするための容量を確保する。 

・停電時の施設のピットや貯留槽の扉開閉方法の確認、非常

用電源の動作確認を行う。 

・冷却水を確保する。（予備タンクへの満水注入） 

関係事業者団体への情報提供 ・予見される災害について情報提供するとともに、職員の安

全確保や、重機、施設、車両等の浸水対策等について注意喚

起を行う。 

・協定等に基づく要請に備え、必要な準備を依頼する。 
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③発災後 

※災害規模や内容により異なるが、東日本大震災クラスの場合、初動期は発災から数

日間、応急対応は３か月程度まで、復旧・復興は３年程度までを目安としている。 
 

 ア 応急対応（初動期の対応含む。） 

役 割 内 容 

組織体制等の確立  ・組織体制、指揮命令系統、情報収集・連絡体制を確立する。

・災害廃棄物の発生量や被害状況により体制の強化・見直し

を行う。 

情報の収集・報告 ・被災状況、一般廃棄物処理施設等の被害状況、災害廃棄物

の発生状況等の情報を収集する。（建物の被害棟数に係数を掛

けると概ねの発生量が推計できる。） 

・県（県を経由して国）へ被害及び災害廃棄物の発生状況の

報告を行う。 

関係機関への協力・支援の要請 ・一般廃棄物処理施設、車両等の状況、処理能力を確認し、

災害廃棄物の処理に必要な人員、施設が不足するときは、県、

他市町村等に協力・支援の要請を行う。 

災害廃棄物の処理 ・仮置場を早期に開設し、管理・運営を行う。 

・仮置場内では、十分な人員配置を行い、分別指導を行う。

・仮置場に持ち込まれた災害廃棄物について、可能な限り再

資源化等を図りながら処理を行う。 

・自ら処理できない災害廃棄物については、処理を委託する。

・通行の妨げとなる道路上や集積所等の災害廃棄物について、

道路管理者、自衛隊、警察等と連携して撤去する。 

・公費解体及び土砂混じりがれきの撤去を行う場合の処理体

制を整備する。 

実行計画の策定 ・被災状況から災害廃棄物の発生状況及び発生量を的確に把

握し、処理スケジュール、処理フロー等を記載した実行計画

を策定する。 

住民への広報、啓発 

ボランティアへの公報 

・災害廃棄物の排出・分別方法、仮置場の設置場所、災害に

便乗した廃棄物の持込禁止等について、適切な手段で広報を

行う。 

・災害ボランティアセンター運営機関に対し、災害廃棄物の

排出・分別方法、仮置場設置場所等について、災害ボランテ

ィアへの周知を依頼する。 

・公費解体を実施する場合は、住民に周知する。 

災害廃棄物処理対応の記録 ・市町災害廃棄物処理計画の見直し等のため、災害廃棄物処

理対応を記録する。 
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補助金の申請 ・災害等補助金の申請を念頭に置いた発注、記録（写真、日

報類）を行う。 

・災害廃棄物処理にかかる費用及び廃棄物処理施設の災害復

旧にかかる費用について、災害等補助金の申請を行う。（災害

報告書の作成、査定、補助金交付申請等） 

他市町への協力・支援 ・県、被災市町からの要請に備え、保有する一般廃棄物処理

施設、車両、人員の稼働状況（余力）等を確認・整理する。

 

 イ 復旧・復興 

役 割 内 容 

関係機関との協力・支援の要請  ・広域処理の必要性について検討を行い、県、他市町等に広

域的な協力・支援の要請を行う。 

災害廃棄物の処理 ・災害廃棄物の処理の進捗状況に応じて仮設処理施設等の設

置、運営を行うなど、処理を行う。 

他市町への協力・支援 ・災害廃棄物の受入れや資機材の提供を行う。 

・必要に応じて職員を派遣する。 

災害廃棄物処理対応記録の整理 ・市町災害廃棄物処理計画の見直し等のため、災害廃棄物処

理に係る記録を整理し、検証を行う。 

 
1.9 発災後の処理の流れ 
発災後における災害廃棄物対応業務は図 1.4.1～1.4.3 のとおりである。 

 
表 1.5 発災後の時期区分と特徴 

 
出典：災害廃棄物処理指針（環境省、平成 30 年 3月改定） 
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図 1.4.1 発災後の対応業務（体制の構築、支援の実施） 

 

出典：災害廃棄物処理指針（環境省、平成 30 年 3月改定） 
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図 1.4.2 発災後の対応業務（災害廃棄物処理） 

 
出典：災害廃棄物処理指針（環境省、平成 30 年 3月改定） 
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図 1.4.3 発災後の対応業務（生活ごみ、避難所ごみ、仮設トイレ等のし尿の処理） 

 

出典：災害廃棄物処理指針（環境省、平成 30 年 3月改定） 

 
1.10 計画の見直し 
1.10.1 計画の点検・更新 

本計画は、県の地域防災計画や被害想定が見直された場合、防災訓練等を通じ

て内容の変更が必要となった場合など、状況の変化に応じて、毎年点検し、追

加・修正を行っていく。 
(1) 計画の定期的な見直し 
  毎年1回、訓練結果や収集した情報を評価し、計画の修正作業を行う。見直しの

履歴については、計画に明記していく。 
(2) 訓練の実施 
  本計画に基づき訓練を毎年1回実施し、本計画の問題点等を検証する。その方法

としては、重点的に実施する項目を定め、数年で全ての項目を検証する方法も考え

られる。 
(3) 他の事例の情報収集 

  他の地域で災害廃棄物処理を行っている場合には、対応状況等の情報収集に努

める。 
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(4) リストの更新 
  協定締結事業者団体の会員リスト、市町等連絡先一覧、行政機関の廃棄物部局

経験者リストやその他関係者の連絡先については、毎年、内容を更新する。 
(5) 被災後の記録の整理 

災害を受け、災害廃棄物処理が終了した後、処理に係る記録を整理するとともに、

評価を行い、必要に応じて災害廃棄物処理計画の見直しを行う。なお、記録の整理

は、時期区分（初動、応急対応、復旧・復興等）毎に振り返りを行い、発生量、発

生原単位、処理経費等のデータ整理を行い、記録誌として取りまとめることが望ま

しい。 
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2. 平時の備え 
 

2.1 内部組織体制の整備 
県は、被災時の内部組織体制として、「静岡県地域防災計画」に基づき、「静

岡県災害対策本部」を構築する（図 2.1）。静岡県災害対策本部において災害廃

棄物対策は「くらし・環境部」が所管する。災害廃棄物対策における内部組織体

制は、図 2.2 を基本とする。 
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出典：静岡県地域防災計画（資料）災害対策本部運営要領中の図を加工 

 

図 2.1 静岡県災害対策本部
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出典：災害廃棄物分別・処理実務マニュアル（一般社団法人廃棄物資源循環学会、平成 24 年 5 月）を参考に作成 

図 2.2 災害廃棄物対策における内部組織体制 
 
 

内部組織体制構築に当たり考慮すべき点は、表 2.1 のとおりである。 

 
表 2.1 内部組織体制構築に当たり考慮すべき点 

ポイント 内容 
総括責任者が意思決

定する体制 
正確な情報収集と指揮を速やかに行うため、総括責任者を定めて意

思決定体制を一元化し、権限の範囲を明確にする。 
災害廃棄物処理は短期間に膨大な業務が発生し、また処理が長期にわ

たることも想定されることから、責任者においても交代要員を確保して

おく。 
土木・建築職経験者

の確保 
家屋解体や散乱物の回収は、土木・建築工事が中心であり、その事

業費を積算し設計書等を作成する必要があるため、土木・建築職の経

験者を確保する。 
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災害対策経験者の受

入れ 
円滑な災害対応を進めるため、他の自治体に災害対策経験のある職

員の派遣を要請し、アドバイザーとして各部署に配置する。また、組織

内部の災害支援経験者をリストアップし確保する。 
 

 
2.2 外部協力・支援体制の整備 

本県が被災した場合、県内及び県外との協力・支援体制は、広域的な相互協力

体制とする（図 2.3）。 

県内市町間の協力体制は、「一般廃棄物処理に関する災害時等の相互援助に関

する協定」に基づき、市町が個別に調整することを原則とし、県が広域的な調整

を行う。 

県域を越えた広域体制については、「全国都道府県における災害時の広域応援

に関する協定」並びに中部圏、関東圏の個別協定が締結されている。また、関東

圏及び中部圏の自治体等で構成する大規模災害時廃棄物対策関東ブロック及び中

部ブロック協議会においては、県域を越えた連携手順を定めた「大規模災害時に

おける関東ブロック災害廃棄物対策行動計画」及び「災害廃棄物中部ブロック広

域連携計画」が策定されている。それらの協定等に基づき、県が具体的な協力要

請を行う。特に、想定被害が重ならない地域との広域的な協力体制の整備を推進

する。（災害時に活用できる協定は参考資料 No８を参照） 

さらに、「災害時におけるし尿等の収集運搬に関する協定」、「地震等大規模

災害時における災害廃棄物の処理等に関する協定」及び「災害時における応急対

策業務に関する協定」により、し尿等収集運搬事業者団体や廃棄物事業者団体、

建設事業者団体等との協力体制が円滑に機能するように、訓練等を通じた連絡体

制の確認を継続して行う。  
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  ※政令指定都市間や姉妹都市関係にある市町村間では、直接協力・支援が行われる場合がある。 

出典：災害廃棄物処理指針（環境省、平成 26 年 3月） 

図 2.3 県内及び県外との協力・支援体制 

 
一方、被災直後の道路啓開や家屋撤去等は、機材を有し実行力のある民間事業

者の協力が無ければ進められないため、協定の有無に関わらず関係事業者団体等

との情報共有と協力体制の構築は重要である。 

また、災害廃棄物の性状や組成は産業廃棄物に近いものもあり、これらの処理

処分においては、産業廃棄物処理のノウハウと機材を有し、大量の廃棄物処理に

対応できる民間事業者を活用することで、迅速な処理が可能となる。 

 

 

 

2.3 職員への教育訓練等 
県及び市町は、それぞれの災害廃棄物処理計画の記載内容について、平時から

職員に周知するとともに、災害時に処理計画が有効に活用されるよう教育訓練を

継続的に行っていく。また、災害廃棄物や産業廃棄物処理技術に関する知識・経

国（環境省）

被災市町 支援市町村

支援都道府県

県内市町

静岡県（被災側）

廃棄物、解体、し尿等
関係事業者団体

廃棄物、解体、し尿
等関係事業者

廃棄物事業者団体
建設事業者団体　等

廃棄物事業者
建設事業者　等

①都道府県間の
　相互協力体制
（都道府県・市町村に
よる相互協力体制）

③廃棄物関係団体
　との協力体制

②県内の市町における
　相互協力体制

連絡
調整

連絡
調整

連絡
調整

連絡
調整

連絡
調整

連絡調整（協定等による）

情報収集
指導・助言

情報収集
指導・助言

報告

報告

要請/支援
（協定等による）

連
絡
調
整

連絡調整

災害支援協定
を締結している
場合※

調整

関係学会等情報収集
指導・助言
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験を有する専門家等を交えた情報共有や講習会を開催する。 
このような教育訓練や研修会等を継続的に行って人材の育成を図り、また、そ

の成果を県及び市町災害廃棄物処理計画の見直しや、協定の締結等の平時の災害

廃棄物対策につなげる。 
県及び市町は、教育訓練の成果として知識・経験を習得した者及び、実務経験

者をリストアップする。実務経験者は災害廃棄物のみでなく廃棄物処理に関する

経験者を含む。 
 

2.4 事業継続計画（BCP）の策定 
事業継続計画（BCP）とは、ヒト、モノ、情報及びライフライン等利用できる資

源に制約がある状況下において、応急事業及び継続性の高い通常事業（以下「非

常時優先事業」という。）を特定するとともに、非常時優先事業の事業継続に必

要な資源の確保・配分や、そのための手続の簡素化、指揮命令系統の明確化等に

ついて必要な措置を講じることにより、大規模災害時にあっても、適切な事業執

行を行うことを目的とした計画である。 

内閣府（防災担当）では、地方公共団体における地震発災時を想定した事業継

続体制に係る検討を支援することを目的として、事業継続の検討に必要な事項及

び手法等をとりまとめた「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引き

とその解説(平成 22 年 4 月)」を策定している。 

また、廃棄物処理施設整備計画(平成 30 年 6 月 19 日閣議決定)においては、施

設の耐震化、浸水対策等を推進し廃棄物処理システムの強靭化を確保することが

求められており、国土強靭化基本計画(平成26年6月3日閣議決定)に基づく国土

強靭化アクションプラン 2018 では、大規模自然災害発生後においても、再建・

回復できる条件を整備することとされている。 

市町の廃棄物処理施設は災害廃棄物処理の拠点となるべき施設であり、これら

の観点からも、県は、市町の廃棄物処理施設の事業継続計画について策定を求め

ていく。 
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2.5 仮置場候補地の選定 
仮置場とは、災害廃棄物を集積、保管、処理するために一時的に設置される場

所である。 
なお、仮置場に自力搬入できない住民のために市町が被災地区内等に集積所を

設けることがあるが、通常のごみステーションや住宅地内の小規模公園等を収集

所として用いることは、道路通行の支障や生活環境の悪化を招く恐れが高いこと

から避けることが望ましい。 

集積所を設置する場合には、適正に管理するための人員を確保した上で、廃棄

物を早期に搬出し、仮置場に搬入するための収集・運搬体制を構築しておくこと

が求められる。 

  

表 2.2 仮置場の種類と特徴 

 
出典： 仮置場に関する検討結果（災害廃棄物対策東北ブロック協議会平成 31 年 3月） 

 
各仮置場の関係は図 2.4 のとおりである。 

 

 

図 2.4 災害廃棄物処理における仮置場 
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市町は、最大ケースの災害廃棄物発生想定量を考慮して、仮置場の必要面積を

算定し、仮置場の候補地を事前に選定する。必要面積に満たなくても、可能な限

り多くの候補地を検討、選定する。選定に当たっては、仮置場、破砕作業用地・

焼却施設用地、保管用地等の利用方法も同時に検討する。また、土地の管理者や

所有者と仮置場の貸与・返却時のルールを事前に定めておく。 
県は、市町の仮置場候補地の確保状況について、定期的に情報収集を行う。ま

た、市町から事務委託を受けた際の二次仮置場等の候補地について、事前に検討

を行う。 

■ 仮置場の必要面積の推計方法 

【推計式の例】 

必要面積＝集積量÷見かけ比重÷積み上げ高さ×（１＋作業スペース割合） 

集積量＝災害廃棄物の発生量－年間処理量  

見かけ比重 ：可燃物 0.4（t/m3）、不燃物 1.1（t/m3） 

積み上げ高さ ：5ｍ以下が望ましい。  作業スペース割合：0.8～1 

            出典：災害廃棄物分別・処理実務マニュアル－東日本大震災を踏まえて(一般社

団法人廃棄物資源循環学会、平成 24 年 5 月） 

 

【津波堆積物の見かけ比重の例】 
 見かけ比重 ：津波堆積物 1.46（t/m3） 

出典：津波堆積物処理指針(一般社団法人廃棄物資源循環学会、平成 23 年 7月）

※生活ごみと災害廃棄物が混じらないよう、普段のごみステーションを片付けごみの集積所とし

て用いることは避けることが望ましい。 
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（参考） 

■ 仮置場の選定 

【仮置場の選定方法】 
第 1段階として、法律・条例等の諸条件によるスクリーニングの後、第 2段階として、公

有地の利用を基本とし、面積、地形等の物理的条件による絞込みを行う。第 3段階として総

合評価によって仮置場候補地の順位付けを行い選定する。 

 

 

第 1 段階：仮置場候補地の抽出 
当該市町の全域から、法律・条例により土地利用が規制されている区域や法律・条例に

よる規制はないが、行政施策との整合性、自然環境、防災等の諸条件から選定しないこと

が望ましい区域を割り出し、仮置場候補地の選定対象外とする。 
(1) 法律･条例の規制区域の整理、選定しないことが望ましい区域の整理 

(2) 地図情報（GIS）による整理 
 
 
第 2 段階：仮置場候補地の絞込み 
仮置場整備に必要な面積を確保できるなどの物理的条件から立地候補地を複数ヶ所抽出

する。抽出時には、面積のほか、地形、地盤、形状、現状の土地利用等も配慮する。ま

た、公園、グランド、公民館、廃棄物処理施設、港湾等の公有地（市有地、県有地、国有地

等）の利用を基本とする。ただし、公有地で確保できない場合は、私有地も検討する。 
(1) 必要面積の確保と地形･地盤等の諸条件 

(2) 地図情報（GIS）による整理 
 
 
第 3 段階：仮置場候補地の選定【仮置場候補地の順位付け】 
仮置場候補地に対して、自然環境、周辺環境、運搬効率、用地確保の容易性等から評価

項目を設定し、現地を確認するとともに、仮置場整備構想案を作成し、総合評価により、

仮置場候補地の順位付けを行う。 
(1) 仮置場候補地の選定基準の設定 

(2) 現地確認と仮置場整備構想案の作成 

(3) 総合評価（総合的に点数評価 ⇒ 最終候補地を選定）  
 

図 2.5 仮置場の設置可能場所の選定方法 

法律・条例の規制及び規制以外の 
諸条件によるスクリーニング 

候補地の選定 

面積、地形等の物理的 
条件による絞込み 
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2.6 災害用トイレとし尿処理 
被災の初期段階では、上下水道機能の被災、浄化槽の被災等により水洗トイレ

の使用が難しくなるとともに避難者の集中によりトイレが不足することから、多

くの災害用トイレ（携帯トイレ、簡易トイレ、仮設トイレ等）が必要となる。市

町においては、災害用トイレ及びトイレの衛生管理に必要な用品の備蓄を行うと

ともに、住民に携帯トイレの備蓄を呼び掛ける。 

災害直後には携帯トイレや簡易トイレを使用し、その後仮設トイレに切り替え

ていくことが想定されるため、市町においては、携帯・簡易トイレの便袋の収集、

運搬方法、処理方法、及び、仮設トイレの設置に伴い新たに必要となるし尿の収

集・運搬、処理方法の検討を行い、民間事業者との協定などにより、処理体制を

確保しておく。  

災害時のトイレについては、内閣府による「避難所におけるトイレの確保・管

理ガイドライン」を参考に「トイレの確保・管理計画」を作成することも求めら

れている。 

県においては、平時においては県民に携帯トイレの備蓄を、市町に携帯・簡易

トイレの備蓄や処理体制の整備を促すとともに、協定等による支援要請先の確保

や、庁内の関係各課と情報の共有を行う。発災後は、被災市町からの支援要請等

に応じ、表 2.3 の支援を実施する。 

 

 
表 2.3 仮設トイレ等し尿処理に関する支援 

分類 内容 
仮設トイレ 被災市町からの要望に応じて、次の団体に対し仮設トイレの支援要請を行う。

・仮設トイレを有する市町、一部事務組合 
・建設事業者団体やレンタル事業者団体 
・国、他都道府県 

し尿処理 被災市町からの要望に応じて、次の団体に対しし尿処理の支援要請を行う。 
・し尿の収集・運搬を行う事業者団体、市町、一部事務組合 
・し尿処理施設を有する市町、一部事務組合、事業者 
・国、他都道府県 
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3. 応急対応（初動期を含む。） 
 

3.1 状況把握 
県は、災害廃棄物を適正かつ迅速に処理するため、災害が発生した直後から廃

棄物処理施設の被害状況、災害廃棄物の発生量等についての情報を収集する。 
 

3.1.1 把握する情報 
県が把握するべき被災市町の情報は、被災状況（ライフラインの被害状況、一

般廃棄物処理施設等の被害状況等）、収集運搬体制に関する情報（道路情報、収

集運搬車両の状況、車両燃料）、災害廃棄物発生量を推計するための情報（全半

壊の建物数、津波浸水範囲）等である（図 3.1 参照）。 

また、災害廃棄物発生量推計に必要な情報の入手方法・頻度は、表 3.1 のとお

りである。 

ライフラインの被害状況

避難所箇所

避難人員数
仮設トイレの必要数

一般廃棄物処理施設等
の被害状況

有害廃棄物の状況

道路情報

収集運搬車両の状況

全半壊の建物数

被災状況 収集運搬体制に関する情報

津波浸水範囲

発生量を推計するための情報

・鉄骨造・鉄筋コンクリート造の構造
割合（建築着工統計）と被災市町の
税務課発表の倒壊棟数による構造
別倒壊棟数（推計）

・被害認定数、解体申請数（実績）

・国土地理院公表の浸水面積
（衛星画像からの判読）

・現地踏査を踏まえた集計（実績）

 
出典：災害廃棄物処理指針（環境省、平成 26 年 3月）から編集 

図 3.1 把握する情報 
 

 
表 3.1 災害廃棄物発生量推計に必要な情報の入手方法・頻度 

分類 入手方法 入手頻度 
建物被害状況 
（全半壊、浸水棟

数等） 

被災市町からの報告 
（市町職員による現地踏査、被害認定数、解体申

請数） 

定期 
（初動期１日２回 
応急対応１日１回～

週１回） 
津波等浸水範囲 国土地理院の公表（浸水面積データ） 公表時 
 被災市町による現地踏査結果 不定期（適宜実施） 

建物被害状況 
（全半壊、浸水棟数等）

 
仮置場の設置状況 

廃棄物処理・収集運搬に関する情報

 
津波等浸水範囲 



32 
 

3.1.2 状況把握の方法 
県は、被災市町等の状況把握のため、「静岡県地域防災計画」に基づき、防災

行政無線や衛星携帯電話、インターネットツール等を積極的に活用する。職員を

被災市町等に派遣して情報を収集するとともに、国等からの情報収集にも努める

（表 3.2）。 

県は、被災市町等との連絡を相互に迅速かつ確実に行えるよう情報伝達ルート

の多重化及び情報交換のための収集・連絡体制の明確化など体制の確立に努める。 

 
表 3.2 状況把握の方法 

区  分 内     容 

防災行政無線 主として県と市町間の情報伝達に用いる。 

中央防災無線 

(緊急連絡用回線) 

内閣総理大臣官邸及び緊急災害対策本部（又は非常災害対策本部）等と直接通

信連絡を行う必要がある場合に用いる。 

その他無線及び 

有線電話等 

孤立防止用衛星電話、災害応急復旧用無線、同時通報用無線、消防無

線、防災関係機関所属の無線を利用した非常通信、非常通話、非常電報等

のほか、新簡易無線、アマチュア無線等による非常通信、衛星携帯電話及

び有線電話等のあらゆる通信手段を用いて情報の伝達を行う。 

非常通信の利

用 

東海地方非常通信協議会加盟無線局（静岡県分）、
加盟機関は資料編Ⅱ（８－６－１）のとおりである。
ア 要請の時期：一般加入電話が利用できないとき
イ 要請の方法：最寄りの無線局又は東海地方非常

通信協議会（東海総合通信局無線通信部陸上課）
に要請する。  

報道機関への協力

要請による伝達 

広範囲の住民に伝達する場合は、情報を報道機関に提供し、ラジオ、テレビ

を用いて周知を図る。 

自主防災組織を通じ

ての連絡 
主として市町が地域内の情報伝達する場合に活用する。 

電気事業者 
停電時にインターネット等を使用できない被災者に対する被害情報等の伝達

に係る体制の整備に努めるものとする。 

電気通信事業者 

通信の仕組みや代替通信手段の提供等について利用者への周知に努めるとと

もに、通信障害が発生した場合の被災者に対する情報提供体制の整備を図るもの

とする。 

広報車等の活動 

出典：静岡県地域防災計画（静岡県、令和２年７月） 
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3.2 被災時の連絡体制【県内市町が被災した場合】 
3.2.1 県が支援要請を受ける場合 

県が県内の被災市町から支援要請を受ける場合、その要請内容と主な要請先

は表 3.3 のとおりである。また、支援要請の手順を図 3.2 に示す。 

 

表 3.3 支援要請の要請先と要請項目 

支援要請 要請項目 県の主な要請先（協定先） 

仮設トイレ等の調達 ・経済産業省 
・環境省（大規模災害時関東／中部
ブロック） 
・関東地方知事会（１都９県） 

し尿の収集運搬 ・静岡県環境整備事業協同組合 
・日本環境保全協会静岡県連合会 
・環境省（大規模災害時関東／中部
ブロック） 
・関東地方知事会（１都９県） 
 

災害廃棄物の運搬・処理 

 
・要請理由  
・場所及び期間 
・必要とする設備 
・廃棄物の種類及び必要処理量 
・物資･資機材等の品名及び数
量 

・必要とする人員 
・業務の内容  
・連絡責任者 
・その他特記事項 

・(公社)静岡県産業廃棄物協会 
・環境省（大規模災害時関東／中部
ブロック） 
・関東地方知事会（１都９県） 
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＜応援物資等を受領した場合＞

＜支援要請を終了した場合＞

市町 県方面本部

①支援要請
　　（県方面本部へ）

③支援要請の報告受理
　　　協定先へ支援要請
　(注)関東1都8県への要請は「規制情報
　　　報告書」も必要

②支援要請受理
　　　県本部へ報告

④要請受理
　　応援通知書を送付
　　（県本部へ）

⑤応援通知書を送付
　　（県方面本部へ）

⑥応援通知書を送付
　　（要請市町へ）

⑦応援通知書受理
　　　支援団体等と調整

⑧応援物資受領書を送付
　（県方面本部へ）

県本部 支援自治体・団体

⑦要請市町と調整

⑨応援物資受領書を送付
　（県本部へ）

⑩応援物資受領書を送付
　（協定先へ）

⑪応援物資受領書を受理

⑫応援終了要請書を送付
　（県方面本部へ）

⑬応援終了要請書を送付
　（県本部へ）

⑭応援終了要請書を送付
　（協定先へ）

⑮応援終了要請書を受理

図 3.2 支援要請の手順 

  
 

（くらし・環境部環境班）

（県方面本部 
健康福祉班へ） 

（健康福祉班） 

③支援要請の報告受理、県本部物資班
（経済産業部）へ伝達。設置の仕方な
どは調整が必要。 
県本部司令部（情報班）にも状況報告。 

県本部（くらし・環
境部環境班）へ報告
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3.2.2 市町間での支援要請 
県を介さず市町間で、支援要請を行った場合は、図 3.3 の手順に従って要請内

容を県に報告する。 

＜応援終了後＞

被災市町 支援市町

①支援要請
　　（支援市町へ）

④報告受理
　県本部へ報告

②支援要請受理
　　　【応援開始】

⑤報告受理

⑧報告受理
　　県本部へ報告

⑦応援内容を報告
　　（県方面本部へ）

⑥応援内容を報告
　　（県方面本部へ）

県方面本部 県本部

⑨報告受理

③要請内容を報告
　　（県方面本部へ）

 
 

図 3.3 支援要請の手順 
 
3.3 支援要請への対応【県外の被災自治体を支援する場合】 

静岡県が県外の被災自治体を支援する場合、利用可能な連絡手段を確保し、被

害情報・支援ニーズを把握した上で、協力・支援体制を整備する。 
 

3.3.1 支援要請への対応 
県外自治体から支援要請があった場合、県は、被災市町の被害状況、支援ニー

ズ等を踏まえながら、他自治体等と協力し支援を実施する。支援する内容は、表 

3.4 のとおりである。 

表 3.4 支援する内容 
分類 メニュー 内容 

災害廃棄物処理の実務経

験者のリストアップ 

廃棄物処理の実務経験者などの氏名、所属、支援可能

分野などを整理する。 
廃棄物処理施設の災害時

の受入可能量の把握 

県内の廃棄物処理施設の能力及び現状の処理量を把握

し、受入れ可能な種類別の災害廃棄物量を集計。 

平時 
（事前準備）

支援協定の締結とルール

(手続、様式等)の準備 

廃棄物処理等の支援を実施するための協定締結に向け

て手続を検討、様式作成等の準備を実施。 
支援に必要な情報収集 

 
被災自治体における災害廃棄物発生量や道路等の被害

状況、支援ニーズ等を把握。 
協力・支援体制の整備 被害状況や支援ニーズ等に基づき、適切な人材配置、

処理施設稼働調整等のための協力・支援体制を整備。 

応急対応 

支援の実施（職員派遣を

含む。） 
整備した協力・支援体制により、必要な人材の派遣、 
処理施設や車両・重機の斡旋等の支援を実施。 

（県方面本部 
健康福祉班へ） 

（県方面本部 
健康福祉班へ） 

（県方面本部 
健康福祉班へ）

（健康福祉班） 県本部（くらし・環
境部環境班） 

県本部（くらし・環
境部環境班）へ報告
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3.4 災害廃棄物発生量の推計 
県及び被災市町は、災害廃棄物処理実行計画を策定し、処理体制を整備するた

め、はじめに、被害状況を踏まえた災害廃棄物の発生量を推計する。災害廃棄物

発生量は、建物の被害棟数や水害又は津波の浸水範囲を把握することにより推計

する。災害廃棄物発生量の推計方法は、以下のとおりである。 
 

【災害廃棄物発生量の推計方法（災害廃棄物対策指針より）】 

・東日本大震災の実績等を参考に、原単位を設定した上で、地域ごとの災害廃棄物の発生量を

推計する。 
・発災後は、当面「東日本大震災」の発生原単位を使用する。 

災害廃棄物 全壊：117 トン/棟、半壊：23 トン/棟 

床上浸水：4.62 トン/世帯、床下浸水：0.62 トン/世帯 

津波堆積物 0.024 トン/m2 

・一般的に入手可能な情報（被害棟数、津波浸水面積等）を用いて、種類別の発生量を推計で

きる方法とする（図 3.4、図 3.5 参照）。 

・発生後は、最新の被害情報等に基づき、適宜精度を高めるための更新を行う。 

 
■災害廃棄物発生量推計の検討フロー 

【建物情報】

・国勢調査

・住宅土地統計調査
・固定資産概要調査

【ハザード情報】

・液状化

・揺れ

・津波
（・火災）

建物の被害想定

・建物の被害棟数
（全壊、半壊、床上浸水、床下浸水）

【被害実績の情報】

東日本大震災での災害廃棄物等処理実績（量・
種類別割合）

消防庁被害情報（全壊、半壊、一部損壊、床上
浸水、床下浸水棟数）

統計解析

・発生原単位（トン/棟）
・災害廃棄物の種類別の割合

①建物被害の予測 ②災害廃棄物の発生原単位の設定

③災害廃棄物の発生量の推計

発生量（トン）

＝建物被害棟数×原単位（トン/棟）×種類別の割合（%）

掛け合わせ

地域別・種類別の災害廃棄物の発生量

一般的に入手可能な建物情報、ハザード情報
に基づき、全壊、半壊、床上浸水、床下浸水の
被害想定区分ごとに建物被害棟数を推計する。

東日本大震災における岩手県、宮城県での処
理実績に基づき全壊、半壊、床上浸水、床下浸
水の被害想定区分ごとに発生原単位を設定す
る。

上記の①、②を掛け合わせることで、地
域別・種類別の災害廃棄物発生量を推
計する。

 
 

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 1-11-1-1 災害廃棄物の発生量の推計方法（環境省、平成 26 年 3月）

図 3.4 災害廃棄物発生量の推計方法 
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■津波堆積物発生量推計の検討フロー 

①津波堆積物の発生原単位の設定

東日本大震災における処理量（岩手県・宮城
県）

東日本大震災における津波浸水面積（岩手
県・宮城県）

発生原単位の設定

掛け合わせ

津波堆積物の発生量

②津波堆積物の発生量の推計

【ハザード情報】津波浸水面積

東日本大震災における岩手県、宮城県での処理実績、津波浸水面積に基づき、津波浸水面積あたりの
発生原単位を設定する。

上記の①で設定した発生原単位とハザード情報
で入手可能な津波浸水面積を掛け合わせること
で、津波堆積物発生量を推計する。

 
出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 1-11-1-1 災害廃棄物の発生量の推計方法（環境省、平成 26 年 3月）

図 3.5 津波堆積物発生量の推計方法 
 

【災害廃棄物発生量の試算（例）】 

・被害の大きさを 3ケースに分けた場合の災害廃棄物発生量を試算する。想定した被害ケース

は、表 3.5 のとおり。 
表 3.5 想定した被害ケース 

種類 区分 ケース 1 ケース 2 ケース 3 

災害廃棄物 全壊（棟） 1,200 12,000 120,000

 半壊（棟） 1,200 12,000 120,000

津波堆積物 浸水面積（m2） 3,000,000 30,000,000 300,000,000

 
・各被害ケースにおける災害廃棄物発生量試算結果は、表 3.6 のとおり。 

表 3.6 災害廃棄物発生量試算結果 
種類 区分 ケース 1 ケース 2 ケース 3 

災害廃棄物 全壊（トン） 140,400 1,404,000 14,040,000

 半壊（トン） 27,600 276,000 2,760,000

津波堆積物 浸水面積（トン） 72,000 720,000 7,200,000

 合計（トン） 240,000 2,400,000 24,000,000

 
 ＜参考＞ 東日本大震災の場合 
     全壊・半壊戸数  宮城県 約 24 万棟 岩手県 約 2.4 万棟 
     浸水面積     宮城県 327 km2   岩手県 58km2 
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3.5 事務委託による廃棄物処理 
災害廃棄物は一般廃棄物となることから、市町に処理責任があるが、被災の状

況によっては処理が困難となる場合もある。この場合、市町は地方自治法に基づ

き県に事務委託を要請することが可能である。事務委託による県の災害廃棄物処

理における基本的な考え方と処理の作業手順を示す。 
 

3.5.1 県の災害廃棄物処理における基本的な考え方 

○ 災害廃棄物の処理主体は市町である。 

○ 但し、市町の被害状況や災害廃棄物の発生量、廃棄物処理施設の能力、職員

の被災状況等を考慮して、市町による処理が非常に困難な場合には、市町か

らの要請を受けて、事務委託により県が処理を代行する。 

○ 被害が甚大で、災害廃棄物の量に対し市町の処理能力が明らかに不足してい

る場合等については、市町からの要請を待たずに、事務委託も含めた必要な

支援を開始する。 

○ 上記判断の目安として、各市町の災害廃棄物量相対値(年)※を考慮する。 

 ※ 災害廃棄物量相対値(年)＝災害廃棄物量(トン)÷ごみ総排出量(トン) 
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災害廃棄物量相対値：災害廃棄物量（トン）/ごみ総排出量（トン） 
ごみ総排出総量：計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量 
ごみ総排出量は「一般廃棄物処理事業実態調査結果（環境省 平成 24 年度）」を使用。 

図 3.6 災害廃棄物量相対値（年） 

災害廃棄物推定量と平時のごみ総排出量から算出した災害廃棄物量相対値が初動時における

応援体制の構築に有効といわれていることから※、これを 1 つの目安とした。 
なお、当該相対値（年）は、各市町における処理年数を示すものではなく、大規模災害発生

時の廃棄物処理に係る相対的な負荷を想定するための目安である。 
 

※ 出典：水害時における行政の初動対応からみた災害廃棄物発生量の推定方法に関する研究（平山修久他、

環境システム研究論文集、2005 年 10 月） 
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3.5.2 事務委託による災害廃棄物処理の作業手順（フロー） 
市町から県への事務委託により、県が災害廃棄物処理を実施する場合の作業手

順は、図 3.7、図 3.8 のとおりである。 

 
【市町から県への事務委託スキーム（地方自治法第 252 条の 14）】 

・事務委託を行うためには、その内容を定めた規約を定めなければならない。 
・規約については、県及び被災市町それぞれ議会の議決が必要である。 
・被災市町の事務負担を軽減するため、災害廃棄物の種類や量が時間とともに変化しても対応で

きる包括的な規約とし、詳細は別途協議により対応することが好ましい。 
・いずれかの災害廃棄物の委託範囲等の別途協議が整った日から、廃棄物処理を順次開始する。

・事務委託は一括して承認を受け、廃棄物の詳細は別途協議事項として事務の軽減を図る。 
・各分野担当部局に関係する災害廃棄物の別途協議については、県及び被災市町の担当部局で委

託範囲等の詳細を調整する。 
 

（環境省）

補助金規約

委託・経費負担

受託・廃棄物処理

災害廃棄物

◇県・市町とも、規約については議決が必
要。専決処分の場合、後日、議会に報告し
承認を得る。

◇規約はどの災害廃棄物にも対応できる包
括的な内容とし、詳細は別途協議により対
応することで市町の事務負担を軽減。

◇いずれかの災害廃棄物の委託範囲等の
別途協議が整った日から廃棄物処理を開
始する。

◇がれき以外の災害廃棄物に関する別途
協議については、県・市町各分野担当部局
で委託範囲等の詳細を調整。

 
出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 1-9-2 事務委託（例）（環境省、平成 26 年 3 月）を一部修正

図 3.7 市町からの県への事務委託スキーム 
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市町 県

①委託について意向確認
　　意向確認照会文書送付

③受託について通知

　　受託通知文書、委託規約（案）、（専決処分（案））
　　参考送付

②委託依頼（申し出）
　　委託依頼文書

④委託協議する旨議決（又は専決処分）
　　委託規約（案）を議決（又は専決処分）

⑤委託協議

　　委託協議文書、議決書謄本、議会会議録（専決
　　処分書）送付

⑥受託協議する旨議決（または専決処分）

　　受託協議を受け、県議会へ受託議案を提出、

　　議決（または専決処分）

　　※専決処分を行う場合は、議会運営委員会及び

　　　 常任委員会において内容を説明すること

⑦受託決定通知
　　決定通知書送付

⑧告示依頼
　　告示依頼書送付

⑨告示
　　県公報 登載

⑩告示

⑪経費に係る協議
　　経費に係る協議書（案）送付

⑫経費に係る協議

　　経費に係る協議書（押印2部）送付

⑬経費に係る協議締結

　　経費に係る協議書（押印1部）送付、1部保管
⑭委託協議議決書謄本送付

　　※専決処分を行った場合は、議会における専決

　　　 処分承認後
⑮総務大臣への届出

　　委託規約、県議会議決謄本、市町議会議決謄本、

　　県告示送付

　　※専決処分を行った場合は、議会における専決

　　　 処分承認後

図 3.8 事務委託の流れ 
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3.6 災害廃棄物処理対策協議会の設置 
災害廃棄物の適切かつ円滑な処理を推進するため、国及び関係市町、関係団体

等による連絡調整組織として、「災害廃棄物処理対策協議会」を設置することが

ある。 
災害廃棄物処理対策協議会では、主に処理の基本方針の検討、処理に係る詳細

計画の検討、処理進捗状況の確認等を実施する。 
 
【東日本大震災における災害廃棄物処理対策協議会の設置事例】 

・岩手県 
 国（厚生労働省、国土交通省など 9機関）、市町村（宮古市、釜石市など 12 市町村）、関係団体

等（岩手県市町村清掃協議会、社団法人岩手県建設業協会など 3団体）が参加し、平成 23 年 3

月から平成 24 年 5 月までの期間に計 4回開催された。 

 （参考 URL：http://www.pref.iwate.jp/kankyou/saihai/18651/index.htm） 
 
・宮城県 
 国（財務省、環境省など 11 機関）、市町村等（県内市町村及び一部事務組合など 41 団体）、関

係団体等（社団法人宮城県建設業協会、宮城県土地家屋調査士会など 8団体）が参加し、平成

23 年 4 月に開催された。 

 （参考 URL：http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/shinsaihaitai/kyougikai.html） 
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4. 災害廃棄物処理実行計画の策定と実行 
 

4.1 災害廃棄物処理実行計画の位置付け 
本計画は、災害廃棄物処理に係る組織体制、連絡手段等の管理体制、災害廃棄

物の処理手順等について、県が、発災に備え平時に定めておくものである。 
一方、災害廃棄物処理実行計画は、発災後、国の策定する「災害廃棄物の処理

指針（マスタープラン）」を踏まえ、被災状況に応じた処理の基本方針を含む災害

廃棄物の具体的な処理作業を、被災市町及び事務委託を受けた県が具体的に定め

るものである。 
 
以下、県が事務委託を受けて、災害廃棄物処理実行計画を策定するに当たり、

県が検討する事項と市町に具体的検討を求める事項について記載する。 
 
 

4.2 処理方針の決定 
災害廃棄物の処理を行うに当たっては、最初に、処理期間、処理費用、処理方

法等を処理方針として明確にすることが必要である。 
 

○  災害廃棄物の処理方針は、処理主体である市町が、想定される量及び種類

を前提として平時に設定する。発災後は、災害廃棄物の発生状況を把握し、

速やかに処理方針を決定する。 
 県は、市町が処理方針を決めるために必要な情報提供及び支援を行う。 

 
○  災害廃棄物の処理に当たっては、３Ｒ（削減：Reduce、再使用：Reuse、再

生利用：Recycle）の観点から、一次仮置場、二次仮置場においてリサイクル

を進め、焼却処理量、最終処分量をできるだけ少なくすることを基本とする。 
 
○  処理方針に沿って、仮置場の面積や運営方法、分別精度、仮設廃棄物処理

施設、地元雇用、処理フロー等が決定されていくが、実際の作業としては、

最終的にどうするかという観点から逆算して全体スケジュールとフローを構

築しなければならない。 
 
 

4.3 種類別発生量・処理必要量の見直し 
県及び市町は、3.4 において推計した災害廃棄物発生量について、発災後、適

宜見直す。 

種類別発生量・処理必要量は、トラックスケール（車体ごと計量できる計量装

置）での重量管理を行うとともに、計量していない仮置場内の災害廃棄物につい
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ては、測量を行い体積に比重を掛け合わせて重量換算し、これに今後の建物解体・

撤去等によって発生する量を加えることで推計する。 
 
 

4.4 処理スケジュール 
県及び市町は、次の事項をもとに災害廃棄物の処理スケジュールを検討する。 

①職員の被災状況、廃棄物の処分に関係する民間事業者の被災状況 
②片付けごみの排出状況 
③撤去（必要に応じて解体）が必要な損壊家屋等の棟数 
④災害廃棄物の性状毎の発生量 
⑤処理施設の被災状況等を考慮した処理可能量など 
 

処理は緊急性の高いものを優先する。緊急性の高いものとして次が考えられる。

処理に当たっては、関係部局と調整を行う。 
① 道路障害物の撤去 
② 仮設トイレ等のし尿処理 
③ 有害廃棄物・危険物の回収（回収後、早期に処理が必要） 
④ 倒壊の危険性のある損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体） 
⑤ 腐敗性廃棄物の処理 
 

処理の進捗に応じて、施設の復旧状況や稼働状況、処理見込量、動員可能な人

員数、資機材の確保状況等を考慮し、処理スケジュールの見直しを行う。 
 
 

4.5 処理フロー 
災害廃棄物の処理方針、発生量・処理必要量等を踏まえ、災害廃棄物の種類別

に、分別、中間処理、最終処分・再資源化の方法を一連の流れで示したものが処

理フローである。本計画では、次の 2種類の処理方針を想定し、その処理フロー

として概略工程を示す（図 4.1、図 4.2 参照）。 

 

 ○  一次仮置場での徹底分別を優先する 

   一次仮置場では、搬入時に分別し、重機による粗選別と徹底した手選別を行

った後、破砕機を用いて木くずやコンクリートがら等の一部を破砕し、直接リ

サイクル先、処理先に搬出する。二次仮置場では、一次仮置場で実施できない

破砕・選別・焼却等の処理を行う。 

  （特徴：一次仮置場での分別仮置きと破砕･選別処理、比較的小規模処理） 
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 ○  二次仮置場での分別処理を優先する 

     一次仮置場では、混合集積し、重機選別による粗選別を主体として行う。二

次仮置場において粗選別、破砕・選別・焼却等の処理を集中的に行う。 

  （特徴：一次仮置場への混合集積、二次仮置場での比較的大規模処理） 

 

市町は、平時に、想定される災害廃棄物の量及び種類について、処理方針に基

づく処理フローを設定するとともに、具体的作業工程について、情報収集を行う。 

発災後は、災害廃棄物の処理の進捗や性状の変化等に応じ、処理フローを随時

見直す。

混合

廃棄物

破砕

風力選別

分級

破砕・選別 手選別手選別粗選別

焼却

造粒固化

津波

堆積物

木くず

コンクリート

がら

破砕

破砕・粒調

その他

10種類程度

・復興資材

仮置場

・処理施設

・最終処分

破砕

可燃

土砂 土砂処理

他 他

木片

不燃

可燃可燃

木片

破砕・粒調

一次仮置場

（分別仮置・粗選別・手選別・破砕）

二次仮置場

（破砕・分級・焼却・資材化）

（金属・不燃含む）

コンがら
コンがら

 
時期区分 応急対応 復興

時間の目安 発災～３ヶ月 ３ヶ月～１年 １年～３年 ３年～

一次仮置場

二次仮置場

復興資材仮置場

処理施設

最終処分

復旧

 
図 4.1 基本処理フロー（一次仮置場での徹底分別優先） 
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混合

廃棄物

粗
選
別

・復興資材

仮置場

・処理

施設

・最終

処分

一次仮置場

（混合仮置）

二次仮置場（選別・焼却・調整・資材化）

（金属含む）

ふるい下

分
級

展
開

破
砕

分
級

機
械
選
別

手
選
別

焼却 造粒固化可燃

ふるい下

土砂改質処理

土砂洗浄処理

木くず破砕

コンクリート塊破砕・粒調

不燃分別仮置き不燃不燃不燃

コンクリーがら コンクリートがら

木片 木片

津波

堆積物

コンクリート

がら

粗選別 破砕・分級 精選別 （調整）

 

時期区分 応急対応 復興

時間の目安 発災～３ヶ月 ３ヶ月～１年 １年～３年 ３年～

一次仮置場

二次仮置場

復興資材仮置場

処理施設

最終処分

復旧

 
図 4.2 基本処理フロー（二次仮置場での分別処理優先） 

 
4.6 収集・運搬 

市町は、災害時において優先的に回収する災害廃棄物の種類、収集･運搬の方法

やルート、必要機材、連絡体制・方法について、平常時に具体的な検討を行う。 

発災後は、平時に検討した内容を参考とし、道路の復旧状況や周辺の生活環境

の状況、仮置場の位置を踏まえ収集・運搬の見直しを行う。収集・運搬に関する

道路情報（国道、県道、市町村道の各道路の被災情報）は、県災害対策本部方面

本部（各危機管理局）で把握できるので、各方面本部の情報を確認、把握する。 

なお、災害廃棄物の収集運搬は、対応時期によって異なるため、発災直後、初

動期、仮置場・再資源化施設・処理処分先等への運搬時に分けて考える必要があ

る。そこで、時期ごとの収集運搬車両の確保とルート計画を検討するに当たって

の留意事項は、表 4.1 のとおりである。 

表 4.1 収集運搬車両の確保とルート計画を検討するに当たっての留意事項 
時期 収集運搬車両の確保とルート計画を検討するに当たっての留意事項 

平時 
・地元の建設業協会や産業廃棄物協会等と事前に協力体制及び連絡体制を確保しておくと

ともに、関係団体の所有する収集運搬車両のリストを事前に作成しておく。 
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災
害
廃
棄
物
全
般 

・ハザードマップ等により処理施設の被災状況等を事前に想定し、廃棄物の発生場

所と発生量から収集運搬車両の必要量を推計する。 

・災害初動時以降は、対策の進行により搬入が可能な仮置場が移るなどの変化があ

るため、GPS と複数の衛星データ等（空中写真）を用い、変化に応じて収集運搬車両

の確保と収集、運搬ルートが変更修正できる計画とする。 

・災害初動時は廃棄物の運搬車両だけでなく、緊急物資の輸送車両等が限られた

ルートを利用する場合も想定し、交通渋滞等を考慮した効率的なルート計画を作成

する。 

・利用できる道路の幅が狭い場合が多く、小型の車両しか使えない場合が想定され

る。この際の運搬には 2 トンダンプトラック等の小型車両で荷台が深い車両が必要と

なる場合もある。 

・直接、焼却施設へ搬入できる場合でも、破砕機が動いていないことも想定され、そ

の場合、畳や家具等を圧縮・破砕しながら積み込めるプレスパッカー車（圧縮板式

車）が活躍した例もある。 

・発災直後は片付けごみが多く出され、通常より廃棄物の収集運搬量が多くなるた

め、通常時を超える収集車両や人員の確保が必要となる。 

応急対応 

（初動期を

含む） 

生活 

ごみ 

（避難所

ごみ） 

・避難所及び被害のなかった地域からの生活ごみを収集するための車両（パッカー

車）の確保が必要となる。そのためには、発災直後の混乱の中で収集車両及び収集

ルート等の被災状況を把握しなければならない。 

仮置場・再 

資源化施

設・処理処

分先等への

運搬時 

・災害廃棄物の運搬には 10 トンダンプトラックが使用されることが多い。収集運搬が必要な災

害廃棄物量（推計値）から必要な車両台数を計画する。 

・仮置場への搬入は収集運搬車両が集中する場合が多く、交通渋滞に配慮したルート計画が

要求される。 

・ルート計画の作成に当たっては、できるだけ一方通行で完結できる計画とし、収集運搬車両

が交錯しないように配慮する。 

・災害廃棄物の搬入・搬出量の把握のためには、仮置場にトラックスケールを設置したり、中間

処理施設において計量したりすることが考えられる。ただし、それらの設備が稼働するまでの

間や補完のため、収集運搬車両の積載可能量と積載割合、積載物の種類を記録して、推定

できるようにしておくことも重要である。 

・災害廃棄物の運搬には、交通渋滞の緩和等のため、船舶を利用することも考えられる。 

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 1-13-3 収集運搬車両の確保とルート計画にあたっての留意事項 

（環境省、平成 26 年 3月）を一部修正 

 
 

4.7 仮置場 
県は、事務委託を受けた被災市町の災害廃棄物について、市町及び県が事前に

検討した仮置場候補地を基に、仮置場を確保・設置する。 
空地等は自衛隊の野営地、仮設住宅、被災自動車の保管場所などへの利用も想

定されるため、関係部局との十分な調整が必要になる。 
なお、仮置場については 3,000 ㎡以上の土地の改変の場合、土壌汚染対策法に

基づく届出が必要になる。また、仮置場としての使用では、土壌汚染のおそれが

あるので、仮置き前に土壌をサンプリングし、必要に応じて分析を行う。調査地

点や調査方法については、表 4.3 を参照のこと。 

 
 



48 
 

4.8 環境対策 
廃棄物処理の現場管理者となる県及び市町は、労働災害や周辺環境への影響を

防ぐために、建物の解体・撤去現場や仮置場において、発災後、環境モニタリン

グを実施する。 
 

4.8.1 環境モニタリングの項目・手法 
環境モニタリングを行う項目は、廃棄物処理施設、廃棄物運搬経路や化学物質

等の仕様・保管場所等を対象に、大気、騒音・振動、土壌、臭気、水質等の環境

モニタリングを行い、被災後の状況を確認し、情報の提供を行う。 

建物の解体現場及び災害廃棄物処理において考慮すべき環境影響と環境保全対

策の概要は、表 4.2 に示すとおりである。 

表 4.2 災害廃棄物への対応における環境影響と環境保全対策 

影響項目 環境影響 環境保全対策 

大気 ・解体・撤去、仮置場作業におけ

る粉じんの飛散 

・石綿含有廃棄物（建材等）の保

管・処理による飛散 

・災害廃棄物保管による有害ガス、

可燃性ガスの発生 

・定期的な散水の実施 

・保管、選別、処理装置への屋根の設置 

・周囲への飛散防止ネットの設置 

・フレコンバッグへの保管 

・搬入路の鉄板敷設等による粉じんの発生

抑制 

・運搬車両の退出時のタイヤ洗浄 

・収集時分別や目視による石綿分別の徹底

・作業環境、敷地境界での石綿の測定監視

・仮置場の積上げ高さ制限、危険物分別に

よる可燃性ガス発生や火災発生の抑制 

騒音・振動 ・撤去・解体や廃棄物処理作業等

に伴う騒音・振動 

・仮置場への搬入、搬出車両の通

行による騒音・振動 

・低騒音・低振動の機械、重機の使用 

・処理装置の周囲等に防音シートを設置 

土壌等 ・災害廃棄物から周辺土壌への有

害物質等の漏出 

・敷地内に遮水シートを敷設 

・PCB 等の有害廃棄物の分別保管 

臭気 ・災害廃棄物からの悪臭  ・腐敗性廃棄物の優先的な処理 

・消臭剤、脱臭剤、防虫剤の散布、シート

による被覆等 

水質 ・災害廃棄物に含まれる汚染物質

の降雨等による公共水域への流

出 

・敷地内に遮水シートを敷設 

・敷地内で発生する排水・雨水の処理、水

たまりの解消 
 

出典：災害廃棄物対策指針資料編【技 18-5】環境対策、モニタリング、火災防止対策（環境省、平成 30 年 4月）

を一部修正 
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環境モニタリング地点の選定の考え方は、表 4.3 に示すとおりである。 

なお、環境モニタリング地点を事前に検討している場合は、実際の被害状況や

災害廃棄物処理施設の位置、処理・処分方法を踏まえ、環境モニタリング地点の

再検討を行う。 

環境モニタリングは、法令等により測定が義務付けられている項目のほか、実

施場所での作業内容や周辺環境等を考慮して、適切な項目、適切な頻度を設定し

た上で実施する。 

表 4.3 環境モニタリング地点の選定の考え方 

項目 環境モニタリング地点の選定の考え方 

大気、臭気 ・災害廃棄物処理施設（選別機や破砕機など）の位置、腐敗性廃棄物（水産廃

棄物や食品廃棄物等）の位置等を確認し、環境影響が大きいと想定される場所

を確認する。 

・災害廃棄物処理現場における主風向を確認し、その風下における住居や病院

等の環境保全対象の位置を確認する。 

・環境モニタリング地点は、災害廃棄物処理現場の風下で周辺に環境保全対象

が存在する位置に設定する。なお、環境影響が大きいと想定される場所が複

数ある場合は、環境モニタリング地点を複数点設定することも検討事項である。

騒音・振動 ・騒音や振動が大きい作業を伴う場所、処理施設（破砕機など）を確認する。 

・作業場所から距離的に最も近い住居や病院などの保全対象の位置を確認する。

・発生源と受音点の位置を考慮し、環境モニタリング地点は騒音・振動の影響

が最も大きいと想定される位置に設定する。なお、環境影響が大きいと想定

される場所が複数ある場合は、環境モニタリング地点を複数点設定すること

も検討事項である。 

土壌等 ・土壌については、廃棄物を集積する前に、10 地点程度から土壌を採取して

おくと、仮置場や集積所の影響評価をする際に有用である。また仮置場を復

旧する際に、仮置場の土壌が汚染されていないことを確認するため、事前調

査地点や土壌汚染のおそれのある災害廃棄物が仮置きされていた箇所を調査

地点として選定する。東日本大震災の事例として、以下の資料が参考となる。

【参考資料】 

仮置場の返却に伴う原状復旧に係る土壌汚染確認のための技術的事項（環境省）

災害廃棄物仮置場の返還に係る土壌調査要領（岩手県） 

災害廃棄物仮置場の返還に係る土壌調査要領運用手引書（岩手県） 

水質 ・雨水の排水出口近傍や土壌汚染のおそれのある災害廃棄物が仮置きされてい

た箇所を調査する。 

 

出典：災害廃棄物対策指針資料編【技 18-5】環境対策、モニタリング、火災防止対策（環境省、平成 30 年 3月）

を一部修正 
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4.8.2 被害状況、災害廃棄物の処理進捗状況に応じたモニタリングの見直し 
環境モニタリングを行う項目は、平常時の検討内容を参考にし、被害状況に応

じて決定する。災害廃棄物の処理の進捗に伴い、必要に応じて環境調査項目の追

加等を行う。 
 

4.9 災害廃棄物を処理する場合の委託契約 
4.9.1 委託方法 

廃棄物処理法では、市町が一般廃棄物処理を委託した場合、受託者の再委託は

禁止されている。東日本大震災においては、再委託について時限的に以下の特

例措置が取られ、災害廃棄物の迅速な処理に役立った経緯等を踏まえ、平成 27

年に廃棄物処理法施行規則が改正され、非常災害時には、一定の要件を満たす者

に再委託することが可能となった。 
■ 廃棄物処理法及び災害対策基本法の一部改正（平成 27 年 8 月 6 日施行）の概要

(1) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正 

ア．災害により生じた廃棄物の処理に係る基本理念及び、国、地方公共団体、事業者など関

係者間の連携・協力の責務を明確化 

イ．国が定める基本方針及び都道府県が定める基本計画の規定事項を拡充 

ウ．非常災害時の一般廃棄物処理施設の設置、既存の産業廃棄物処理施設の活用に係る手続

の簡素化 

(2) 災害対策基本法の一部改正 

現行の廃棄物処理に係る特例措置に加え、 

ア．特定の大規模災害が発生した場合における、当該災害により生じた廃棄物の処理に関す

る基本的な方向等について環境大臣による指針の策定を新たに規定 

イ．特定の大規模災害が発生した場合において、被災地域から要請があり、かつ、一定の要

件を勘案して必要と認められる場合には、環境大臣が災害廃棄物の処理を代行できる措

置を新たに規定 

■ 廃棄物処理法施行規則の一部を改正する省令（平成 27 年 8 月 6 日施行）の概要

ア．非常災害時における廃棄物の適正な処理に関する事項等について、都道府県廃棄物処理計

画に新たに定めることとされたことを受け、これに係る基準を追加 
イ．非常災害時に市町村から一般廃棄物の収集、運搬、処分又は再生を受託した者が委託によ

り当該収集、運搬、処分又は再生を行う場合における委託の基準（再委託基準）を設定 
ウ．一般廃棄物収集運搬業及び一般廃棄物処分業の許可を要しない者として、非常災害時にお

ける再委託先を追加 
エ．改正法により新たに追加された、非常災害時に市町村が設置する一般廃棄物処理施設に関

する都道府県知事への事前協議の方法等を設定 
オ．非常災害時に一般廃棄物の処理の委託を受けた者が一般廃棄物処理施設を設置する場合に

係る届出、当該施設の維持管理に関する事項、当該施設に関する記録及びその閲覧、事前

届出を要しない軽微な変更、届出を要する変更等について設定 
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4.9.2 入札手続のフロー 
災害廃棄物処理業務を委託する場合の入札方式としては、一般競争入札、指名

競争入札及び随意契約の３方式があるが、随意契約が可能な条件は、著しく制限

されている。手続の基本的な流れの一例は図 4.3 のとおりである。 

 

案件の概要，調達計画
への参加招請等

選定基準に基づき数社を選定
要請があれば非選定理由を通知

調達案件の公示

入札資格審査
有資格業者の登録

提案図書提出者の選定・通知

提案図書作成条件書の提示

提案図書の受理・評価(技術審査)

入札参加資格確認結果の通知

参加資格がないと認めた理由の説明請求

理由説明請求に係る回答

発注仕様書の提示

契　　　　　　約

入　　　　　　札

 

出典：廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領 2010 改訂版（社団法人全国都市清掃会議、平成 22 年 5月） 

図 4.3 入札手続フロー例 
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4.9.3 災害廃棄物処理業務の概要と業務の実施に当たって留意すべき事項 

災害廃棄物処理業務は、受託者が業務発注仕様書又は要求水準書に記載された

災害廃棄物処理事業について技術提案書を作成し、その内容に沿って業務を実施

する。災害廃棄物処理業務は、環境影響、適正処理、工事効率、リスク・労働環

境等について配慮し、加えて被災した地元への十分な配慮をして工事を推進する

必要がある。 
 

(1) 技術提案書 
  災害廃棄物処理業務では、受託者決定に当たって、プロポーザル方式で公募し、

総合評価方式で受託者を決定する方式が採用されている。応募者は、災害廃棄

物処理を発注する処理主体が作成する業務発注仕様書又は要求水準書に沿って、

技術提案書を作成して提出し、入札金額と合わせて総合評価を受けて、最高点

を獲得した企業又は共同企業体が受託者として決定される。 
  技術提案書には、概ね、企業の実績、業務の実施方針、特定テーマに対する技

術提案、入札金額を記載する。 
 
(2) 総合評価項目 
  東日本大震災で実施されてきた総合評価方式による評価項目の配点やウエイト

をみると、技術評価では運搬計画、処理計画、地元企業・事業者との連携地元

雇用に高い評価点が与えられているケースが多い。 
 
(3) 業務の実施に当たって留意すべき事項 
  業務の実施に当たって留意すべき事項は、以下のとおりである。 

 
・業務実施体制が構築され、技術面、施工監理面に対応が可能なこと 
・環境影響に配慮していること 
・適正処理に配慮していること 
・工事効率に配慮していること 
・リスク・労働環境に配慮していること 
・地元企業・雇用に配慮していること 
・地元住民に配慮していること 
・経費削減に配慮していること 
・数量管理方策が確立されていること 
・事業全体のマネジメント(管理)方策が明確となっていること 
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4.10 環境影響評価の手続 
仮設焼却炉を設置する場合、設置場所を決定した後に、環境影響評価又は生活

環境影響調査、工事発注作業、設置工事等を進める（図 4.4 参照）。仮設焼却炉

の設置に当たっては、周辺住民への環境上の影響に配慮するとともに、工期の短

縮化を図る。 

 

設置能力・

基数の算定
適地の選定 用地の確保

工事発注

の作業

環境影響評
価縦覧・
意見聴取

設置工事
試運転

本格稼働

都市計画

決定

申請手続き

要求水準等

仕様の決定

 

出典：災害廃棄物対策指針（環境省、平成 30 年 3 月） 

図 4.4 仮設焼却炉の設置フロー（例） 

 
■ 仮設焼却炉の定義 

ここでいう仮設焼却炉は、自然災害により一時的に大量に発生した廃棄物の処理を目

的として設置する焼却炉であり、災害廃棄物が無くなった時点で撤去されることを前提

としている。 

■ 静岡県等の環境影響評価条例（ごみ焼却施設の設置に係る規模要件） 

 仮設焼却炉の設置に当たり、静岡県の環境影響評価条例のごみ焼却施設の設置に係

る規模要件に該当する場合には、この条例に従って環境影響評価を行う必要がある。 

 平成 27 年 12 月に静岡県環境影響評価条例を改正し、災害復旧又は再度災害の防止の

ための事業であって、緊急に実施する必要があると認められる事業については適用除外

の規定を設けた。 

環境影響評価条例の対象とならない場合又は適用除外となった場合は、廃棄物処理法

第８条に基づく生活環境影響調査を実施する必要がある。 

 福島県では、国、県又は市町村等が行う東日本大震災からの円滑かつ迅速な復興に必

要と認められる事業について、福島県環境影響評価条例の規定を適用しない事業を指定

し、仮設焼却炉は適用除外とされた。 

表 4.4 ごみ焼却施設の設置に係る規模要件 

 

ごみ焼却施設の設置 第 1種事業 第 2種事業 

静岡県 200 トン/日以上 150 トン/日以上 200 トン/日未満 

岩手県 4トン/時以上（96トン/日） 2トン/時以上 4トン/時未満 

宮城県 ごみ焼却施設は該当しない 

仙台市 100 トン/日以上又は面積 5ha 以上 

福島県 4トン/時以上（96トン/日） なし 
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■ 災害廃棄物処理施設設置に係る手続と生活環境影響調査 

災害廃棄物の撤去・処理に係る中間処理施設設置に関する手続は、他の一般廃棄物処

理施設と同様に環境省令で定めるところにより行わなければならない。 

市町又は一部事務組合が一般廃棄物処理施設を設置しようとするときには、環境省令

で定めるところにより、廃棄物処理法第 8 条第 2項に規定する事項を記載した届出書に

生活環境影響調査書を添えて提出しなければならない。市町又は一部事務組合が設置す

る一般廃棄物処理施設の設置手続フローは、図 4.5 のとおりである。 

 

 

出典：廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領 2010 改訂版（平成 22 年、社団法人全国都市清掃会議)

図 4.5 市町又は一部事務組合が設置する一般廃棄物処理施設設置手続フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域の生活環境への影響を調査 

告示・縦覧

関係住民からの意見書の提出

（生活環境保全上の見地） 

     届  出
 設置の計画、維持管理の計画 
       生活環境影響調査 

施設の運営開始

 維持管理計画に従い適切な 
 維持管理を行わなかった 
 場合、改善命令などの処分  最終処分場については廃止 

 の際の確認        

維持管理状況の記録・閲覧 

注）    の手続は最終処分場及び焼却施設を対象とする。 
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4.11 進捗評価 
4.11.1 災害廃棄物処理実行計画に基づく進捗管理 

当初の災害廃棄物処理実行計画は、発生直後に、その時点で把握できた被害の

情報に基づくシミュレーションによって発生量を推計し策定する。 

その後、新たに把握できた被害の情報に基づき、精度を向上させた推計結果を

踏まえて災害廃棄物処理実行計画の見直しを行っていく。 

災害廃棄物処理実行計画に従って実施される事業の進捗管理方針（例）は、図

4.6 のとおりである。 

 

災害サイクル 災害前 発災 災害直後 復旧・復興

災害情報
想定地震動

津波浸水マップ

洪水ハザードマップ

計測震度分布

衛星画像（浸水エリア）

浸水シュミレーション結果

被害情報 被害想定（住家被害）

被害報（消防・防災部局・
災害対策本部）

応急危険度判定

災害に係る住家の被害想定

公費負担による家屋解体申請数

家屋解体実績値

仮置き場搬入量（実績値）

災害情報と被害情報とを用いて災害廃棄物量を算出

災害廃棄物 推定値
推定値 実績値

災害廃棄物発生量と災害サイクル

 
出典：災害廃棄物対策指針（環境省、平成 30 年 3月改訂） 

図 4.6 進捗管理方針（例） 

 
処理のスケジュールと進捗評価の方法を検討し、実行に移す。処理が長期間に

わたる場合は、総合的、計画的に処理を進める観点から、必要に応じ関係機関に

よる連絡会を設置し、全体の進捗管理を行う。連絡会の設置例は、図 4.7 のとお

りである。 

 

 

損壊家屋の撤去（必要に応じて解体）申請数 
  損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体）実績値
  仮置場搬入（実績値） 

 



56 
 

一般廃棄物処理事業者

建設事業者

産業廃棄物処理事業者

コンサルタント事業者

労働基準監督署

警察署

被災市町

関係機関

監理業務受託会社

処理業者

県　
○
○
市
災
害
廃
棄
物
処
理
連
絡
会

 
出典：災害廃棄物対策指針（環境省、平成 30 年 3月改定）を一部修正 

図 4.7 連絡会の設置（例） 
 
全体の進捗管理を行うに当たり、東日本大震災において廃棄物の移動管理や処

理の進捗管理の把握等に有益だったシステムの活用も考えられる。 

例えば、公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センターにおいては、産業廃棄

物の排出から処分までの一連の状況を管理できる電子マニフェストシステムをベ

ースにして、統一フォーマットによる一元的な災害廃棄物の情報管理ができる「Ｊ

Ｗ災害廃棄物処理支援システム」が開発され、平成 23 年 8 月から提供を開始し、

岩手県内 4市町村及び宮城県内 1市 3ブロックで利用された。 

ＪＷ災害廃棄物処理支援システムは、市町村等、収集運搬業者、処分業者が公

益財団法人日本産業廃棄物処理振興センターを介したネットワークで、災害廃棄

物の情報管理を行い、災害廃棄物の運搬・処理の情報を市町村等、収集運搬業者、

処理業者の三者で共有し、災害廃棄物の適正な収集運搬、処理終了を確認する仕

組みである（図 4.8 参照）。 
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出典：東日本大震災の災害廃棄物処理への電子マニフェストシステムの利用実績 

 （公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター、第 25 回廃棄物資源循環学会研究発表会 講演原稿 2014） 

図 4.8  JW 災害廃棄物処理支援システムの流れ 
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4.12 処理フローのシミュレーション 
発生した災害廃棄物はそれぞれ一定の地区単位で処理されることから、災害廃

棄物発生量及び必要処理量で複数ケースを設定し、それぞれにおいて仮置場の設

置、処理フロー等をシミュレーションした（処理期間は 3年間と仮定）。 

市町の処理方針に応じ、必要事項をケースごとに整理しておくことにより、災

害廃棄物処理が開始するまでの期間短縮を図る。 

 
4.12.1 災害廃棄物の量と組成 

1 地区当たりの災害廃棄物の量と組成は、表 4.5 の３種類とする。発生量①、

発生量②及び発生量③については、比較的小規模、中規模、大規模の処理をそれ

ぞれ行うことを想定しており、発生量①×地区数、発生量②×地区数、発生量③

×地区数の和が、表 1.3.1 又は表 1.3.2 の発生想定量になると仮定している。 

なお、災害廃棄物の組成は、「岩手県災害廃棄物処理詳細計画 第二次（平成

25 年度）改訂版」の推計量割合を参考に設定した。 

表 4.5 災害廃棄物の量と組成の設定 

分類 
発生量① 
(万トン) 

発生量②

(万トン)
発生量③

(万トン)
割合 

（％）
備考 

可燃混合物 3.3 11 33 11
不燃混合物 6.0 20 60 20
木くず 0.6 2 6 2

コンクリートがら 10.2 34 102 34
金属くず 1.2 4 12 4
津波堆積物 8.4 28 84 28
その他 0.3 1 3 1 処理困難物、危険物等

計  30 100 300 100
 

4.12.2 基本方針と基本処理フロー 
各発生量における処理の基本方針は、4.5 で想定した次の２種類とし、その基本

処理フローは、図 4.1 及び図 4.2 のとおりである。 

○ 一次仮置場での徹底分別優先 

一次仮置場での分別仮置き、比較的小規模処理 

○ 二次仮置場での分別処理優先 

  一次仮置場への混合集積、二次仮置場での比較的大規模処理 

 
 

4.12.3 最終処分量 
東日本大震災においては、埋め立てる災害廃棄物量を大幅に減らすことができ

た例もあることから、本計画における最終処分量についても、資源を有効利用す

る３Ｒの観点から、発生量に対して数％まで削減できる処理フローの選択を目標

とする。 
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4.12.4 再生資材 

東日本大震災では復興資材や再生資材の受入先が決まらないため、これらの利

用が進まない状況が多く見られた。 

復興資材や再生資材の利用については、受入先の確保と要求品質への対応等が

必要になることを考慮しなければならない。 

県では発災後に迅速に復興資材活用計画が策定できるよう、令和２年１月に「復

興資材活用方針（案）」を作成した。 

 
4.12.5 処理スキーム 

以上の前提をもとに、５種類のケースを想定した。各ケースのスキームを整理す

ると、図 4.9 のとおりである。 

 
基本方針 

災害廃棄物 

発生量 
一次仮置場での徹底分別優先 

一時仮置場での分別、 

比較的小規模 

二次仮置場での分別処理優先 

一時仮置場への混合集積、 

比較的大規模処理 

30 万トン ケース 1 ― 

100 万トン ケース 2 ケース 4 

300 万トン ケース 3 ケース 5 

 

各ケースについて推計する事項 

 仮置場面積（一次、二次） 

 処理フロー（粗選別、破砕選別、焼却、焼却灰資源化(造粒固化など) 
 コンクリート破砕 
 土質改良・土壌洗浄 
 リサイクル量・最終処分量 
 メリット・デメリット 

図 4.9 ケースごとのスキーム 
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4.12.6 ケーススタディ 
以上のケーススタディを行った結果は、表 4.6 のとおりである。また、ケースご

との仮置場の必要面積の算出方法、物質フロー、施設規模算出方法及び処理フロー

の設定方法は、表 4.7～表 4.17、図 4.10～図 4.14 のとおりである。 

 

一次仮置場については、必要面積が9万 m2～84万 m2の範囲で、処理量が同じであ

るケース 2とケース 4、ケース 3とケース 5はそれぞれ同規模である。二次仮置場に

ついては、6万 m2～88 万 m2の範囲で、二次仮置場での処理が主体となるケース 4、

ケース 5の方が大規模になっている。 

 

ケース 1～ケース 3については、図 4.10～図 4.12、表 4.8～表 4.13 に示すとおり、

一次仮置場において、金属くず、木くずチップ、再生砕石のリサイクルが可能であ

り、危険物等、不燃物、その他については処理又は最終処分（ケーススタディでは

最終処分）される。 

二次仮置場には、混合廃棄物、可燃物、コンクリートがら、津波堆積物が運搬さ

れる。二次仮置場において、破砕選別等の後、可燃物と木くずは仮設焼却炉で焼却

され、主灰は最終処分量低減のため造粒固化され、ばいじんは最終処分される。 

金属くず、コンクリートがら、津波堆積物、ふるい下土砂はリサイクル(復興資

材を含む)される。危険物等、不燃物、その他については処理又は最終処分（ケース

スタディでは最終処分）される。 

 

ケース 4及びケース 5については、図 4.13、図 4.14、表 4.14～表 4.17 に示すと

おり、一次仮置場において、混合廃棄物、コンクリートがら、津波堆積物が混在し

た状態で仮置きされており、全量がそのまま二次仮置場に運搬される。従って、処

理は全て二次仮置場で行われることとなる。 

二次仮置場において、破砕選別等の後、可燃物と木くずの半分は仮設焼却炉で焼

却され主灰は最終処分量低減のため造粒固化され、ばいじんは最終処分される。金

属くず、木くずの半分、コンクリートがら、津波堆積物、ふるい下土砂はリサイク

ル(復興資材を含む。)される。危険物等、不燃物、その他については処理又は最終

処分（ケーススタディでは最終処分）される。 
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表 4.6 ケーススタディ 

 

 ケース 1 ケース 2 ケース 3 ケース 4 ケース 5 

処理方針 一次仮置場での徹底分別優先 二次仮置場での分別処理優先 
処理量 30 万ﾄﾝ 100 万ﾄﾝ 300 万ﾄﾝ 100 万ﾄﾝ 300 万ﾄﾝ

一次仮置場 9 万 m2 28 万 m2 84 万 m2 28 万 m2 84 万 m2

二次仮置場 6 万 m2 22 万 m2 67 万 m2 29 万 m2 88 万 m2

粗選別 220 ﾄﾝ/日 730 ﾄﾝ/日 2,180 ﾄﾝ/日

破砕 
選別 

破

砕

選

別 精選別 
180 ﾄﾝ/日 610 ﾄﾝ/日 1,830 ﾄﾝ/日

1,040 ﾄﾝ/日 3,110 ﾄﾝ/日

ストーカ 焼

却 キルン 
100 ﾄﾝ/日 350 ﾄﾝ/日 1,040 ﾄﾝ/日 370 ﾄﾝ/日 1,100 ﾄﾝ/日

灰

処

理 

造粒 
固化 40 ﾄﾝ/日 120 ﾄﾝ/日 360 ﾄﾝ/日 130 ﾄﾝ/日 390 ﾄﾝ/日

コンクリート

破砕 120 ﾄﾝ/日 400 ﾄﾝ/日 1,210 ﾄﾝ/日 810 ﾄﾝ/日 2,430 ﾄﾝ/日

土質 
改良 土

壌 土質 
洗浄 

300 ﾄﾝ/日 1,020 ﾄﾝ/日 3,050 ﾄﾝ/日 970 ﾄﾝ/日 2,920 ﾄﾝ/日

リサイクル量 27 万ﾄﾝ 90 万ﾄﾝ 271 万ﾄﾝ 90 万ﾄﾝ 268 万ﾄﾝ

最終処分量 0.6 万ﾄﾝ 2.0 万ﾄﾝ 5.9 万ﾄﾝ 2.3 万ﾄﾝ 6.7 万ﾄﾝ

メリット ・処理コストが相対的に低い（分別集積の実施、

仮設施設の設置数抑制等による） 

・リサイクル率向上による最終処分量低減が可

能 

・手選別の実施により、住民の雇用確保が可能 

・資源化のための既存技術が活用可能 

・大規模な集約処理が可能 

・二次仮置場が主となるため、

一括発注が可能 

・初期のライフライン確保が比

較的進めやすい 

デメリット 
（課題） 

・一次仮置場を短期間に確保することが必要 

・仮置場への搬入を制限するため、住民の十分

な理解が必要 

・処理を担う地元事業者と、平常時からの緊密

な連携や訓練が必要 

・二次仮置場において仮設焼却炉が必要 

・再生資材の受入施設が必要 

・地元業者に委託するための発注方法が複雑 

・短期間で受入体制の構築が必要 

・仮置場の管理体制が必要 

・市町の強いリーダーシップが必要 

・処理コストが相対的に高い 

・大規模な仮設処理施設が必要

・最終処分量を削減するため、

新技術や再生資材の受入施設

が必要 

・ケース 1～3に比べて、最終

処分量低減効果が少ない 

・広大な二次仮置場が必要 

・一次仮置場から二次仮置場へ

の大量運搬が必要 

・広域処理が必要 
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表 4.7 仮置場の必要面積の算出方法 

可燃物 不燃物 津波堆積物 計 可燃物 不燃物 津波堆積物 計

一次仮置場 4 18 8 30 3 4 2 9

二次仮置場 5 5 13 23 3 1 2 6

一次仮置場 13 59 28 100 9 14 5 28

二次仮置場 15 18 44 77 10 4 8 22

一次仮置場 39 177 84 300 26 43 15 84

二次仮置場 45 53 132 230 30 13 24 67

一次仮置場 13 59 28 100 9 14 5 28

二次仮置場 17 41 42 100 11 10 8 29

一次仮置場 39 177 84 300 26 43 15 84

二次仮置場 52 122 126 300 35 30 23 88

仮置場の必要面積＝仮置量÷見かけ比重÷積み上げ高さ×（１＋作業スペース割合）

仮置量＝災害廃棄物発生量―年間処理量

年間処理量＝災害廃棄物発生量/処理期間

見かけ比重：可燃物＝0.4ｔ/㎥、不燃物＝1.1ｔ/㎥、津波堆積物＝1.46ｔ/㎥
積み上げ高さ：５ｍ　　処理期間：3年　　作業スペース割合：１

仮置廃棄物量＝可燃物＋不燃物＋津波堆積物

一次仮置場

　可燃物＝可燃混合物＋木くず

　不燃物＝不燃混合物＋コンクリートがら＋金属くず＋その他

　津波堆積物＝津波堆積物

二次仮置場

　可燃物＝可燃物＋木くず

　不燃物＝コンクリートがら＋金属くず＋その他

　津波堆積物＝津波堆積物＋ふるい下土砂

ケース4

ケース5

ケース
仮置場必要面積(万㎡)

ケース1

ケース2

ケース3

仮置場
災害廃棄物発生量（万トン）
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【ケース 1】 

・処理方針 一次仮置場での徹底分別優先 

・処理期間           3 年 

・処理量         30 万ﾄﾝ  リサイクル量 27 万ﾄﾝ 

 最終処分量 0.6 万ﾄﾝ 

・粗選別         220 ﾄﾝ/日   

・破砕選別        180 ﾄﾝ/日 

・焼却          100 ﾄﾝ/日 

・灰処理          40 ﾄﾝ/日 

・コンクリ―ト破砕 120 ﾄﾝ/日 

・土壌             300 ﾄﾝ/日 

 

混合廃棄物

9.3万トン
混合廃棄物

一次仮置場（分別仮置）

30万トン

4.96万トン

粗選別
手選別

破砕
分級

可燃物

3.85万トン
造粒
固化

固化物
1.86万トン

可燃物

8.83万トン
7.9万トン

4.5万トン

木くず

0.6万トン

木くず

0.65万トン
破砕

破砕
木くずチップ

0.3万トン

コンクリートがら

10.2万トン

破砕
粒調

リサイクル
6.74万トン

処理処分

0.3万トン

再生砕石

5.24万トン

金属くず

0万トン

廃タイヤ

0万トン

危険物等

0.02万トン

不燃物

0.01万トン

その他

0.02万トン

コンクリートがら

5.24万トン
破砕
粒調

再生砕石

5.24万トン

ふるい下土砂

4.77万トン

はいじん
0.23万トン

処分
0.23万トン

リサイクル・復
興資材

1.86万トン

処理処分

0.05万トン

リサイクル・復
興資材

18.41万トン

改質処理

洗浄処理

土砂

13.17万トン

津波堆積物

8.4万トン

0.93万トン

0.3万トン

二次仮置場（粗選別・破砕・分級・焼却・調整・資材化）

5.24万トン

0.49万トン

主灰
1.58万トン焼却

不燃物

0.04万トン

その他

0.10万トン

危険物等

0.15万トン

廃タイヤ

0.01万トン

金属くず

1.2万トン

0.28万トン

0.11万トン

 

図 4.10 ケース 1 の物質フロー 
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表 4.8 ケース 1 の施設規模算出方法 

表 4.9 ケース 1 の処理フローの設定方法 

処理期間 3年

施設規模 トン/日 １桁で四捨五入

一次仮置場 粗選別 処理量（万トン）＝混合廃棄物＋木くず粗選別搬入分

＝9.30＋0.11 9.41 万トン

施設規模＝9.41×10,000÷18÷25÷0.96 220 トン/日
二次仮置場 破砕選別 処理量（万トン）＝粗選別-コンクリート選別分-木くず選別分-可燃物選別分

＝9.41-0.28-0.30-0.93 7.90 万トン

施設規模＝7.90×10,000÷18÷25÷0.96 180 トン/日
二次仮置場 焼却 処理量（万トン）＝破砕可燃物＋木くず分別分

＝3.85＋0.65 4.50 万トン

施設規模＝4..50×10,000÷18÷25÷0.96 100 トン/日 ストーカ炉またはキルン炉

二次仮置場 灰処理 主灰発生量（万トン）＝焼却処理量×35％ 主灰焼却残さ率は35％
＝4.50×35％ 1.58 万トン

施設規模＝1.58×10,000÷18÷25÷0.96 40 トン/日 造粒固化

ばいじん発生量(万トン）＝焼却処理量×5％ ばいじん焼却残さ率は5％
＝4.50×5％ 0.23 万トン

造粒固化物＝主灰＋主灰×15%＋主灰×3%
=1.58+1.58×15%+1.58×3% 1.86 万トン

一次仮置場 処理量（万トン）＝コンクリートがら総量×50％
＝（10.20＋0.28）×50% 5.24 万トン

施設規模＝5.24×10,000÷18÷25÷0.96 120 トン/日
二次仮置場 処理量（万トン）＝コンクリートがら総量×50％

＝（10.20＋0.28）×50% 5.24 万トン

施設規模＝5.24×10,000÷18÷25÷0.96 120 トン/日
二次仮置場 土壌 土砂量(万トン）＝津波堆積物＋ふるい下土砂

＝8.40＋4.77 13.17 万トン

施設規模＝13.17×10,000÷18÷25÷0.96 300 トン/日

コンク
リート破
砕

セメント15%、不溶化材3%を

混練

処理量（万トン）×10,000÷稼働率（18月）÷（25日/月）÷調整稼働率※（0.96）
※：故障の修理、やむを得ない一時休止等のために考慮。一般的な0.96を使用。

コンク
リート破
砕

項目 計算条件 数量 備考

実処理期間　18箇月、月25日稼働

分類
発生量
(万ト

ン）

分類
一次仮置場
分別仮置

分類
一次仮置場
選別後

分類
二次仮置場
選別後

可燃混合物 3.30 可燃物 0.93
不燃混合物 6.00 混合廃棄物※6 7.90

木くずチップ※7 0.30 - -
木くず 0.49 木くず(焼却) 0.65
再生砕石※8 5.24 - -
コンクリートがら 5.24 再生砕石 5.24

金属くず 1.20 金属くず 1.20 - -
- - - - 金属くず 0.00

廃タイヤ 0.01 廃タイヤ 0.01 - -
- - - - 混合廃棄物起因廃

タイヤ
0.00

処理困難物、

危険物※3 0.15 処理困難物、

危険物※3 0.15 - -

- - - -
混合廃棄物起因処
理困難物、危険物
※3

0.02

不燃物※4 0.04 不燃物※4 0.04 - -

- - 混合廃棄物起因不

燃物※4 0.01

その他※5 0.10 その他※5 0.10 - -

- - - - 混合廃棄物起因そ

の他※5 0.02

津波堆積物 8.40 津波堆積物 8.40 津波堆積物 8.40 津波堆積物 8.40
- - - - - - ふるい下土砂 4.77
計 30.00 計 30.00 計 30.00 計 22.96

※1　その他の内訳：廃タイヤ3%、処理困難物、危険物50%、不燃物14％、その他33%と設定

※2　混合廃棄物の内訳：可燃物10%、混合廃棄物85%、木くず2％、コンクリートがら3%と設定

※3　処理困難物、危険物：石膏、石綿(スレート）

※4　不燃物：ガラス、陶磁器、瓦、ブロック、ALC等

※5　その他：漁網、マットレス、ボンベ等

※7　木くずチップ：木くずのうち、一次仮置場でリサイクルされる量を50％と設定

※8　コンクリートがら：コンクリートがらのうち、一次仮置場でリサイクルされる量を50％と設定

災害廃棄物発生量 シミュレーション設定

金属くず

その他※1

1.20

0.30

0.60木くず 木くず 0.60

混合廃棄物※2

コンクリート
がら

10.2010.20

3.859.30 可燃物

※6　混合廃棄物の内訳：可燃物37%、木くず2%、金属くず0.05％、廃タイヤ0.05％、処理困難物、危険物0.3%、不燃物

0.1%、その他0.3%、ふるい下土砂60%と設定

コンクリート
がら
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【ケース 2】 

・処理方針 一次仮置場での徹底分別優先 

・処理期間           3 年 

・処理量        100 万ﾄﾝ  リサイクル量 90 万ﾄﾝ 

 最終処分量 2.0 万ﾄﾝ 

・粗選別         730 ﾄﾝ/日   

・破砕選別        610 ﾄﾝ/日 

・焼却          350 ﾄﾝ/日 

・灰処理         120 ﾄﾝ/日 

・コンクリ―ト破砕 400 ﾄﾝ/日 

・土壌           1,020 ﾄﾝ/日 

 

混合廃棄物

31万トン
混合廃棄物

一次仮置場（分別仮置）

100万トン

16.55万トン

粗選別
手選別

破砕
分級

可燃物

12.9万トン
造粒
固化

固化物
6.21万トン

可燃物

29.5万トン
26.4万トン

15.03万トン

木くず

2万トン

木くず

2.13万トン
破砕

破砕
木くずチップ

1万トン

コンクリートがら

34万トン

破砕
粒調

リサイクル
22.45万トン

処理処分

1万トン

再生砕石

17.45万トン

金属くず

0.01万トン

廃タイヤ

0.01万トン

危険物等

0.06万トン

不燃物

0.03万トン

その他

0.08万トン

コンクリートがら

17.45万トン
破砕

粒調

再生砕石

17.45万トン

ふるい下土砂

15.9万トン

はいじん
0.75万トン

処分
0.75万トン

リサイクル・復興
資材

6.22万トン

処理処分

0.2万トン

リサイクル・復興
資材

61.35万トン

改質処理

洗浄処理

土砂

43.9万トン

津波堆積物

28万トン

3.1万トン

1万トン

二次仮置場（粗選別・破砕・分級・焼却・調整・資材化）

17.45万トン

1.6万トン

主灰
5.26万トン焼却

その他

0.33万トン

不燃物

0.14万トン

危険物等

0.5万トン

廃タイヤ

0.03万トン

金属くず

4万トン

0.9万トン

0.4万トン

 

図 4.11 ケース 2 の物質フロー 
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表 4.10 ケース 2 の施設規模算出方法 

表 4.11 ケース 2 のシミュレーション設定 

処理期間 3年

施設規模 トン/日 １桁で四捨五入

一次仮置場 粗選別 処理量（万トン）＝混合廃棄物＋木くず粗選別搬入分

＝31.0＋0.40 31.40 万トン

施設規模＝31.4×10,000÷18÷25÷0.96 730 トン/日
二次仮置場 破砕選別 処理量（万トン）＝粗選別-コンクリート選別分-木くず選別分-可燃物選別分

＝31.40-0.90-1.00-3.10 26.40 万トン

施設規模＝26.40×10,000÷18÷25÷0.96 610 トン/日
二次仮置場 焼却 処理量（万トン）＝破砕可燃物＋木くず分別分

＝12.90＋2.13 15.03 万トン

施設規模＝15.03×10,000÷18÷25÷0.96 350 トン/日 ストーカ炉またはキルン炉

二次仮置場 灰処理 主灰発生量（万トン）＝焼却処理量×35％ 主灰焼却残さ率は35％
＝15.03×35％ 5.26 万トン

施設規模＝5.26×10,000÷18÷25÷0.96 120 トン/日 造粒固化

ばいじん発生量(万トン）＝焼却処理量×5％ ばいじん焼却残さ率は5％
＝15.03×5％ 0.75 万トン

造粒固化物＝主灰＋主灰×15%＋主灰×3% セメント15%、不溶化材3%を混練

=5.26+5.26×15%+5.26×3% 6.21 万トン

一次仮置場 処理量（万トン）＝コンクリートがら総量×50％
＝（16.45＋0.90）×50% 17.45 万トン

施設規模＝17.45×10,000÷18÷25÷0.96 400 トン/日
二次仮置場 処理量（万トン）＝コンクリートがら総量×50％

＝（16.45＋0.90）×50% 17.45 万トン

施設規模＝17.45×10,000÷18÷25÷0.96 400 トン/日
二次仮置場 土壌 土砂量(万トン）＝津波堆積物＋ふるい下土砂

＝28.00＋15.90 43.90 万トン

施設規模＝43.90×10,000÷18÷25÷0.96 1,020 トン/日

コンク
リート破
砕

コンク
リート破
砕

項目 計算条件 数量 備考

実処理期間　18箇月、月25日稼働

処理量（万トン）×10,000÷稼働率（18月）÷（25日/月）÷調整稼働率※（0.96）
※：故障の修理、やむを得ない一時休止等のために考慮。一般的な0.96を使用。

分類
発生量

(万トン）
分類

一次仮置場
分別仮置

分類
一次仮置場
選別後

分類
二次仮置場
選別後

可燃混合物 11.00 可燃物 3.10
不燃混合物 20.00 混合廃棄物※6 26.40

木くずチップ※7 1.00 - -
木くず 1.60 木くず(焼却) 2.13
再生砕石※8 17.45 - -
コンクリートがら 17.45 再生砕石 17.45

金属くず 4.00 金属くず 4.00 - -
- - - - 金属くず 0.01

廃タイヤ 0.03 廃タイヤ 0.03 - -
- - - - 混合廃棄物起因廃

タイヤ
0.01

処理困難物、

危険物※3 0.50 処理困難物、

危険物※3 0.50 - -

- - - -
混合廃棄物起因処
理困難物、危険物
※3

0.08

不燃物※4 0.14 不燃物※4 0.14 - -

- - 混合廃棄物起因不

燃物※4 0.03

その他※5 0.33 その他※5 0.33 - -

- - - - 混合廃棄物起因そ

の他※5 0.08

津波堆積物 28.00 津波堆積物 28.00 津波堆積物 28.00 津波堆積物 28.00
- - - - - - ふるい下土砂 15.90
計 100.00 計 100.00 計 100.00 計 76.59

※1　その他の内訳：廃タイヤ3%、処理困難物、危険物50%、不燃物14％、その他33%と設定

※2　混合廃棄物の内訳：可燃物10%、混合廃棄物85%、木くず2％、コンクリートがら3%と設定

※3　処理困難物、危険物：石膏、石綿(スレート）

※4　不燃物：ガラス、陶磁器、瓦、ブロック、ALC等

※5　その他：漁網、マットレス、ボンベ等

※7　木くずチップ：木くずのうち、一次仮置場でリサイクルされる量を50％と設定

※8　コンクリートがら：コンクリートがらのうち、一次仮置場でリサイクルされる量を50％と設定

※6　混合廃棄物の内訳：可燃物37%、木くず2%、金属くず0.05％、廃タイヤ0.05％、処理困難物、危険物0.3%、不燃物

0.1%、その他0.3%、ふるい下土砂60%と設定

その他※1 1.00

コンクリート
がら

34.00 コンクリート
がら

12.90

金属くず 4.00

木くず 2.00 木くず 2.00

災害廃棄物発生量 シミュレーション設定

混合廃棄物※2 31.00 可燃物

34.00



67 
 

【ケース 3】 

・処理方針 一次仮置場での徹底分別優先 

・処理期間            3 年 

・処理量         300 万ﾄﾝ  リサイクル量 271 万ﾄﾝ 

 最終処分量 5.9 万ﾄﾝ 

・粗選別          2,180 ﾄﾝ/日   

・破砕選別         1,830 ﾄﾝ/日 

・焼却           1,040 ﾄﾝ/日 

・灰処理            360 ﾄﾝ/日 

・コンクリ―ト破砕 1,210 ﾄﾝ/日 

・土壌             3,050 ﾄﾝ/日 

 

混合廃棄物

93万トン
混合廃棄物

一次仮置場（分別仮置）

300万トン

49.6万トン

粗選別
手選別

破砕
分級

可燃物

38.5万トン
造粒
固化

固化物
18.58万トン

可燃物

88.3万トン
79万トン

44.98万トン

木くず

6万トン

木くず

6.48万トン
破砕

破砕
木くずチップ

3万トン

コンクリートがら

102万トン

破砕
粒調

リサイクル

67.4万トン

処理処分

3万トン

再生砕石

52.4万トン

金属くず

0.04万トン

廃タイヤ

0.04万トン

危険物等

0.24万トン

不燃物

0.08万トン

その他

0.24万トン

コンクリートがら

52.4万トン
破砕

粒調

再生砕石

52.4万トン

ふるい下土砂

47.58万トン

はいじん
2.25万トン

処分
2.25万トン

リサイクル・復興
資材

18.62万トン

処理処分

0.6万トン

リサイクル・復興
資材

184.9万トン

改質処理

洗浄処理

土砂

131.58万トン

津波堆積物

84万トン

9.3万トン

3万トン

二次仮置場（粗選別・破砕・分級・焼却・調整・資材化）

52.4万トン

4.9万トン

主灰
15.74万トン焼却

その他

0.99万トン

不燃物

0.42万トン

危険物等

1.5万トン

廃タイヤ

0.09万トン

金属くず

12万トン

2.8万トン

1.1万トン

 

図 4.12 ケース 3 の物質フロー 
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表 4.12 ケース 3 の施設規模算出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.13 ケース 3 のシミュレーション設定 

処理期間 3年

施設規模 トン/日 １桁で四捨五入

一次仮置場 粗選別 処理量（万トン）＝混合廃棄物＋木くず粗選別搬入分

＝93.0＋1.1 94.10 万トン

施設規模＝94.10×10,000÷18÷25÷0.96 2,180 トン/日
二次仮置場 破砕選別 処理量（万トン）＝粗選別-コンクリート選別分-木くず選別分-可燃物選別分

＝94.10-2.80-3.00-9.30 79.00 万トン

施設規模＝79.00×10,000÷18÷25÷0.96 1,830 トン/日
二次仮置場 焼却 処理量（万トン）＝破砕可燃物＋木くず分別分

＝38.50＋6.48 44.98 万トン

施設規模＝44.98×10,000÷18÷25÷0.96 1,040 トン/日 ストーカ炉またはキルン炉

二次仮置場 灰処理 主灰発生量（万トン）＝焼却処理量×35％ 主灰焼却残さ率は35％
＝44.98×35％ 15.74 万トン

施設規模＝5.26×10,000÷18÷25÷0.96 360 トン/日 造粒固化

ばいじん発生量(万トン）＝焼却処理量×5％ ばいじん焼却残さ率は5％
＝44.98×5％ 2.25 万トン

造粒固化物＝主灰＋主灰×15%＋主灰×3% セメント15%、不溶化材3%を混練
=15.74+15.74×15%+15.74×3% 18.58 万トン

一次仮置場 処理量（万トン）＝コンクリートがら総量×50％
＝（102.00＋2.80）×50% 52.40 万トン

施設規模＝52.40×10,000÷18÷25÷0.96 1,210 トン/日
二次仮置場 処理量（万トン）＝コンクリートがら総量×50％

＝（102.00＋2.80）×50% 52.40 万トン

施設規模＝52.40×10,000÷18÷25÷0.96 1,210 トン/日
二次仮置場 土壌 土砂量(万トン）＝津波堆積物＋ふるい下土砂

＝84.00＋47.58 131.58 万トン

施設規模＝131.58×10,000÷18÷25÷0.96 3,050 トン/日

コンク
リート破
砕

コンク
リート破
砕

項目 計算条件 数量 備考
実処理期間　18箇月、月25日稼働

処理量（万トン）×10,000÷稼働率（18月）÷（25日/月）÷調整稼働率※（0.96）
※：故障の修理、やむを得ない一時休止等のために考慮。一般的な0.96を使用。

分類
発生量
(万ト

分類
一次仮置場
分別仮置

分類
一次仮置場
選別後

分類
二次仮置場
選別後

可燃混合物 33.00 可燃物 9.30
不燃混合物 60.00 混合廃棄物※6 79.00

木くずチップ※7 3.00 - -
木くず 4.90 木くず(焼却) 6.48
再生砕石※8 52.40 - -
コンクリートがら 52.40 再生砕石 52.40

金属くず 12.00 金属くず 12.00 - -
- - - - 金属くず 0.04

廃タイヤ 0.09 廃タイヤ 0.09 - -
- - - - 混合廃棄物起因廃

タイヤ
0.04

処理困難物、

危険物※3 1.50 処理困難物、

危険物※3 1.50 - -

- - - -
混合廃棄物起因処

理困難物、危険物※

3
0.24

不燃物※4 0.42 不燃物※4 0.42 - -

- - 混合廃棄物起因不

燃物※4 0.08

その他※5 0.99 その他※5 0.99 - -

- - - - 混合廃棄物起因そ

の他※5 0.24

津波堆積物 84.00 津波堆積物 84.00 津波堆積物 84.00 津波堆積物 84.00
- - - - - - ふるい下土砂 47.58
計 300.00 計 300.00 計 300.00 計 229.60

※1　その他の内訳：廃タイヤ3%、処理困難物、危険物50%、不燃物14％、その他33%と設定

※2　混合廃棄物の内訳：可燃物10%、混合廃棄物85%、木くず2％、コンクリートがら3%と設定

※3　処理困難物、危険物：石膏、石綿(スレート）

※4　不燃物：ガラス、陶磁器、瓦、ブロック、ALC等

※5　その他：漁網、マットレス、ボンベ等

※7　木くずチップ：木くずのうち、一次仮置場でリサイクルされる量を50％と設定

※8　コンクリートがら：コンクリートがらのうち、一次仮置場でリサイクルされる量を50％と設定

※6　混合廃棄物の内訳：可燃物37%、木くず2%、金属くず0.05％、廃タイヤ0.05％、処理困難物、危険物0.3%、不燃物

0.1%、その他0.3%、ふるい下土砂60%と設定

102.00 コンクリート
がら

102.00

金属くず 12.00

その他※1 3.00

コンクリート
がら

木くず 6.00 木くず 6.00

災害廃棄物発生量 シミュレーション設定

混合廃棄物※2 93.00 可燃物 38.50
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【ケース 4】 

・処理方針 二次仮置場での分別処理優先 

・処理期間           3 年 

・処理量        100 万ﾄﾝ  リサイクル量  90 万ﾄﾝ 

 最終処分量 2.3 万ﾄﾝ 

・粗選別        1,040 ﾄﾝ/日 

・破砕選別       1,040 ﾄﾝ/日 

・焼却          370 ﾄﾝ/日 

・灰処理         130 ﾄﾝ/日 

・コンクリ―ト破砕 810 ﾄﾝ/日 

・土壌             970 ﾄﾝ/日 

 

混合

廃棄物

44.8万トン
破砕選別

コンクリート

がら
27.2万トン

津波

堆積物

28万トン

焼却

破砕

ばいじん

0.79万トン

主灰

5.53万トン
造粒固化

固化物

6.53万トン

木チップ

1.4万トン

破砕粒調

改質処理

洗浄処理

土砂

42.1万トン

処分

0.79万トン

リサイクル・

復興資材

12.13万トン

処理処分

1.5万トン

リサイクル・

復興資材

77.4万トン

一次仮置場

（混合仮置）

100万トン

二次仮置場（選別・焼却・調整・資材化）

15.8万トン

コンクリートがら

7..8万トン

その他

0.5万トン

廃タイヤ
0.1万トン

不燃物

0.2万トン

金属くず
4.2万トン

木くず

2.8万トン

可燃物

14.4万トン

危険物等

0.7万トン

再生砕石

35万トン

1.4万トン

ふるい下土砂

14.1万トン

 

図 4.13 ケース 4 の物質フロー 
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表 4.14 ケース 4 の施設規模算出方法 

処理期間 3年

施設規模 トン/日 １桁で四捨五入

二次仮置場 破砕選別 処理量（万トン）＝発生量-コンクリート粗選別分-津波堆積物

＝100-27.2-28.0 44.80 万トン

施設規模＝44.80×10,000÷18÷25÷0.96 1,040 トン/日
二次仮置場 焼却 処理量（万トン）＝破砕可燃物＋木くず×50%

＝12.90＋2.13 15.80 万トン

施設規模＝15.80×10,000÷18÷25÷0.96 370 トン/日 ストーカ炉またはキルン炉

二次仮置場 灰処理 主灰発生量（万トン）＝焼却処理量×35％ 主灰焼却残さ率は35％
＝15.80×35％ 5.53 万トン

施設規模＝5.53×10,000÷18÷25÷0.96 130 トン/日 造粒固化

ばいじん発生量(万トン）＝焼却処理量×5％ ばいじん焼却残さ率は5％
＝15.80×5％ 0.79 万トン

造粒固化物＝主灰＋主灰×15%＋主灰×3%
=5.63+5.53×15%+5.53×3% 6.53 万トン

二次仮置場 処理量（万トン）＝一次仮置分別コンクリートがら＋二次仮置選別分
＝27.20＋7.80 35.00 万トン

施設規模＝35.00×10,000÷18÷25÷0.96 810 トン/日
二次仮置場 土壌 土砂量(万トン）＝津波堆積物＋ふるい下土砂

＝28.00＋14.10 42.10 万トン

施設規模＝42.10×10,000÷18÷25÷0.96 970 トン/日

セメント15%、不溶化材3%を混

練

項目 計算条件 数量 備考

実処理期間　18箇月、月25日稼働

処理量（万トン）×10,000÷稼働率（18月）÷（25日/月）÷調整稼働率※（0.96）
※：故障の修理、やむを得ない一時休止等のために考慮。一般的な0.96を使用。

コンクリー
ト破砕

 

表 4.15 ケース 4 のシミュレーション設定 

分類
発生量

(万トン）
分類

一次仮置場
分別仮置

分類
二次仮置場
選別後

可燃混合物 11.00 可燃混合物
不燃混合物 20.00 不燃混合物

木くず(焼却)※3 1.40
木くずチップ 1.40

コンクリート
がら

34.00 コンクリートが

ら※1 27.20 再生砕石※4 35.00

金属くず 4.00 金属くず - 金属くず※5 4.20

廃タイヤ※6 0.10

処理困難物、危

険物※7 0.70

不燃物※8 0.20

その他※9 0.50

津波堆積物 28.00 津波堆積物 28.00 津波堆積物 28.00

- - - - ふるい下土砂※10 14.10
計 100.00 計 100.00 計 100.00

※1　コンクリートがら：発生量の80%を分別仮置と設定

※2　可燃物：可燃混合物の85５％、不燃混合物の25％と設定

※4　再生砕石：コンクリートがらの100％、不燃混合物の5％と設定

※5　金属くず：金属くずの100％、不燃混合物の1％と設定

※6　廃タイヤ：その他の3％、不燃混合物の0.11％と設定

※7　処理困難物、危険物：石膏、石綿(スレート）：不燃混合物の1％、その他の50％と設定

※8　不燃物：ガラス、陶磁器、瓦、ブロック、ALC等：その他の14％、不燃混合物の0.3％と設定

※9　その他：漁網、マットレス、ボンベ等：その他の33％、不燃混合物の0.7％と設定

※10　ふるい下土砂：不燃混合物の65％、可燃混合物の10％と設定

災害廃棄物発生量

44.80

木くず 2.00 木くず

シミュレーション設定

1.00 その他 -

-

可燃物※2 14.40

※3　木くず：木くずの100％、可燃混合物の5％、不燃混合物の1％と設定、さらにこ

のうちの50％が焼却処理、50％がリサイクルと設定

その他
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【ケース 5】 

・処理方針 二次仮置場での分別処理優先 
・処理期間             3 年 
・処理量          300 万ﾄﾝ  リサイクル量   268 万ﾄﾝ 
  最終処分量 6.7 万ﾄﾝ 
・粗選別           3,110 ﾄﾝ/日  
・破砕選別          3,110 ﾄﾝ/日 
・焼却            1,100 ﾄﾝ/日 
・灰処理             390 ﾄﾝ/日 
・コンクリ―ト破砕  2,420 ﾄﾝ/日 
・土壌              2,920 ﾄﾝ/日 

混合

廃棄物

134.4万トン
破砕選別

コンクリート

がら
81.6万トン

津波

堆積物

84万トン

焼却

破砕

ばいじん

2.38万トン

主灰

16.68万トン
造粒固化

固化物

19.68万トン

木チップ

4.15万トン

破砕粒調

改質処理

洗浄処理

土砂

126.3万トン

処分

2.38万トン

リサイクル・復

興資材
36.43万トン

処理処分

4.3万トン

リサイクル・
復興資材
231.3万トン

一次仮置場

（混合仮置）

300万トン

二次仮置場（選別・焼却・調整・資材化）

47.65万トン

コンクリートがら

23.4万トン

その他

1.4万トン

廃タイヤ

0.2万トン

不燃物

0.6万トン

金属くず

12.6万トン

木くず

8.3万トン

可燃物

43.5万トン

危険物等

2.1万トン

再生砕石

105万トン

4.15万トン

ふるい下土砂

42.3万トン

 

図 4.14 ケース 5 の物質フロー 
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表 4.16 ケース 5の施設規模算出方法 

処理期間 3年

施設規模 トン/日 １桁で四捨五入

二次仮置場 破砕選別 処理量（万トン）＝発生量-コンクリート粗選別分-津波堆積物

＝３００-81.6-84.0 134.40 万トン

施設規模＝134.40×10,000÷18÷25÷0.96 3,110 トン/日
二次仮置場 焼却 処理量（万トン）＝破砕可燃物＋木くず×50%

＝12.90＋2.13 47.65 万トン

施設規模＝15.80×10,000÷18÷25÷0.96 1,100 トン/日 ストーカ炉またはキルン炉

二次仮置場 灰処理 主灰発生量（万トン）＝焼却処理量×35％ 主灰焼却残さ率は35％
＝47.65×35％ 16.68 万トン

施設規模＝5.53×10,000÷18÷25÷0.96 390 トン/日 造粒固化

ばいじん発生量(万トン）＝焼却処理量×5％ ばいじん焼却残さ率は5％
＝47.65×5％ 2.38 万トン

造粒固化物＝主灰＋主灰×15%＋主灰×3%
=16.68+16.68×15%+16.68×3% 19.68 万トン

二次仮置場 処理量（万トン）＝一次仮置分別コンクリートがら＋二次仮置選別分
＝81.60＋23.4 105.00 万トン

施設規模＝105.00×10,000÷18÷25÷0.96 2,430 トン/日
二次仮置場 土壌 土砂量(万トン）＝津波堆積物＋ふるい下土砂

＝84.00＋42.3 126.30 万トン

施設規模＝42.10×10,000÷18÷25÷0.96 2,920 トン/日

セメント15%、不溶化材3%を混

練

項目 計算条件 数量 備考

実処理期間　18箇月、月25日稼働

処理量（万トン）×10,000÷稼働率（18月）÷（25日/月）÷調整稼働率※（0.96）
※：故障の修理、やむを得ない一時休止等のために考慮。一般的な0.96を使用。

コンクリー
ト破砕

 
 

表 4.17 ケース 5 のシミュレーション設定 

 

分類
発生量

(万トン）
分類

一次仮置場
分別仮置

分類
二次仮置場
選別後

可燃混合物 33.00 可燃混合物
不燃混合物 60.00 不燃混合物

木くず(焼却)※3 4.15
木くずチップ 4.15

コンクリート
がら

102.00 コンクリートが

ら※1 81.60 再生砕石※4 105.00

金属くず 12.00 金属くず - 金属くず※5 12.60

廃タイヤ※6 0.20

処理困難物、危

険物※7 2.10

不燃物※8 0.60

その他※9 1.40

津波堆積物 84.00 津波堆積物 84.00 津波堆積物 84.00

- - - - ふるい下土砂※10 42.30
計 300.00 計 300.00 計 300.00

※1　コンクリートがら：発生量の80%を分別仮置と設定

※2　可燃物：可燃混合物の85５％、不燃混合物の25％と設定

※4　再生砕石：コンクリートがらの100％、不燃混合物の5％と設定

※5　金属くず：金属くずの100％、不燃混合物の1％と設定

※6　廃タイヤ：その他の3％、不燃混合物の0.11％と設定

※7　処理困難物、危険物：石膏、石綿(スレート）：不燃混合物の1％、その他の50％と設定

※8　不燃物：ガラス、陶磁器、瓦、ブロック、ALC等：その他の14％、不燃混合物の0.3％と設定

※9　その他：漁網、マットレス、ボンベ等：その他の33％、不燃混合物の0.7％と設定

※10　ふるい下土砂：不燃混合物の65％、可燃混合物の10％と設定

木くず 6.00 木くず -

※3　木くず：木くずの100％、可燃混合物の5％、不燃混合物の1％と設定、さらにこのうち

の50％が焼却処理、50％がリサイクルと設定

その他 3.00 その他

災害廃棄物発生量 シミュレーション設定

134.40 可燃物※2

-

43.50
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4.13 災害廃棄物処理データベース 
災害廃棄物処理計画の作成に当たって、活用できる主な災害廃棄物処理データ

ベースは、表 4.18 のとおりである。 

 

表 4.18 活用できる災害廃棄物処理データベース 

データベース名 照会先 使用方法 
環境省災害廃棄物対

策指針 情報ウェブ

サイト 

http://www.env.go.j
p/recycle/waste/dis
aster/guideline/ind
ex.html 

都道府県及び市町村における災害廃棄物

処理計画作成への活用を目的としている。

「本編」と「資料編」の 2つのパーツがあ

り、「資料編」は、災害廃棄物処理に関す

る具体的な手法や事例をまとめた「技術資

料」と事務手続に必要な法令や様式集等を

まとめた「参考資料」の 2部構成になって

おり、キーワードや災害の種類ごとに検索

できる。 

 

（独）国立環境研究所

災害廃棄物情報プラ

ットホーム 

http://dwasteinfo.ni
es.go.jp/index.html

全国の自治体の災害廃棄物処理マネジメ

ント能力の向上とより実践的な計画・体

制づくりへの活用を目的としている。 

過去の災害で実際に災害廃棄物の処理に

あたった実務者の経験及び知見を共有す

るとともに、将来の災害で発生するであ

ろう災害廃棄物の円滑な処理に向けて精

力的に取り組んでいる様々な関係主体の

活動を紹介している。また、過去の災害

の記録や災害廃棄物処理計画の策定に役

立つ各種情報も掲載している。 

 

廃棄物資源循環学会

「災害廃棄物対策・

復興タスクチーム」 

http://eprc.kyoto-u.
ac.jp/saigai/index.h
tml 

東北地方太平洋沖地震での災害廃棄物に

関して、直近でできる支援を行いつつ記

録として残すことともに、将来に向け

て、詳細な調査研究の実施により、学術

的・体系的な知見として取りまとめるこ

とを目的に、廃棄物資源循環学会内に「災

害廃棄物対策・復興タスクチーム」が発足

した。その成果を「災害廃棄物分別・処理

実務マニュアル－東日本大震災を踏まえ

て」として出版するとともに、ホームペー

ジにおいて、内外の資料等を紹介してい

る。 
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【お問合せ】 静岡県くらし・環境部環境局廃棄物リサイクル課 

〒420-8601 静岡市葵区追手町 9-6 

電話：054-221-2424  FAX：054-221-3553 

E メール：hai@pref.shizuoka.lg.jp 


